
政策環境建設常任委員会及び 

予算特別委員会政策環境建設分科会 

議事次第 

 

令和８年 10 月５日（月） 

午 後 １ 時 3 0 分 ～ 

於 ： 第 ２ 委 員 会 室 

 

 

１ 開  会 

 

 

 

 

２ 報告事項 

 

 

 

 

３ 付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

 

 

 

 

４ 閉  会 

 



令和８年９月府議会定例会 

政策環境建設常任委員会 

報 告 事 項 
 

 

（総合政策環境部） 

 

○ 京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例の一部 

改正（骨子案）について 

 

○ 京都府子育て環境日本一推進戦略の改定について 

 

○ 京都府循環型社会形成計画（第３期）の改定について 

 

○ 京都府食品ロス削減推進計画の改定について 

 

 

（建設交通部） 

 

○ ＪＲ山陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通計画の改定について（中

間案） 

 

○ 京都府住生活基本計画及び京都府賃貸住宅供給促進計画の改定について 

 

〇 特定利用空港・港湾について 

 

〇 府民利用施設のあり方検証結果報告について 

 

〇 建設交通部所管施設における指定管理者の選定について 

 



 

 

 

政策環境建設常任委員会 

報 告 事 項 
 

 

 

 

 

・京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例の一部 

改正（骨子案）について 

・京都府子育て環境日本一推進戦略の改定について 

・京都府循環型社会形成計画（第３期）の改定について 

・京都府食品ロス削減推進計画の改定について 

令和８年９月京都府議会定例会 

総合政策環境部 



                                 

 

 

京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例の 
一部改正（骨子案）について 

令和８年９月  

総合政策環境部  

 

１ 趣旨  

人口減少・少子高齢化による地域の担い手不足の深刻化等を踏まえ、引き続き多様なニ

ーズに対応した移住の受入を促進するとともに、地域と関わろうとする地域外の人材（以

下「関係人口」という。）が継続して担い手として活躍できる地域づくりを強化するため、

「京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例」を改正する。 

 

２ 改正の内容  

（１） 基本理念（第３条関係） 

「府内の地域の課題や魅力の明確化と、その情報発信等を通じた関係人口と地域との

継続的な関係の構築・強化を図ること」を追加する。 

（２） 移住促進特別区域制度の見直し（第６条関係） 

人口減少地域にあって、市町村長の申出に基づき知事が指定する「移住促進特別区域」

を、「移住者等受入促進特別区域」に改めるとともに、「関係人口との協働による地域

活性化に取り組む区域」を対象とするため、指定要件を追加する。 

※ 現行条例の以下の支援措置は継続 

 ・登録空家の取得に係る不動産取得税の税率を軽減（１／２） 

 ・登録空家の改修等に要する経費に対して予算の範囲内で補助金を交付 等 

※ 現行移住促進特別区域として指定済の 130地区については、みなし指定 

（３） 移住者受入・活躍応援計画制度の見直し（第８条関係） 

上記（２）の区域内において市町村が策定する「移住者受入・活躍応援計画」を「移

住者等受入・活躍応援計画」に改めるとともに、当該計画で定める「移住者等の就業

の機会の創出に資する事業」を「移住者等の就業の機会の創出又は関係人口と協働す

る機会の整備に資する事業」に改める。 

※ 上記（２）の区域の指定要件で追加された「関係人口との協働による地域活性化 

  に取り組む区域」においても、既存の区域と同様に、計画に基づく関係人口との 

  協働や活躍の場づくりを行う市町村に対する支援を新たに実施 

（４）その他の施策 

情報の提供（相談窓口）等についても引き続き市町村と連携して実施 

 
（５）条例の期限 
   現行条例は令和９年３月 31日で失効するため、５年間の期限延長を行う。 
 
３ 今後のスケジュール  

令和８年９月議会 骨子案報告 
→ パブリックコメント実施 

令和８年 12月議会 改正条例案上程 

令和９年４月１日 施行 



 

 

京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例の 
一部改正（骨子案）について 

 
  

 

 

○ 京都府では、「京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例」に基づき、

市町村、関係機関等と連携しながら、空家の活用等による移住の促進や、移住者等が地

域で活躍できる環境づくりを進めてきました。 

○ 現在、人口減少や少子高齢化の進行により、地域の担い手不足や空家の増加など、地

域を取り巻く課題は一層深刻化しています。 

○ こうした課題に対応するためには、移住者の受入れを引き続き進めるとともに、地域

と関わろうとする地域外の人材（以下、関係人口という。）が継続して地域と関わり、

地域課題の解決に寄与する仕組みづくりが重要です。 

〇 このため、地域ごとの課題や魅力を明確にし、関係人口と地域との継続的な関係を構

築・強化することにより、地域の活性化を図るため、条例の一部を改正することとしま

す。 

〇 また、今後も本条例に基づく取組を継続するため、条例の有効期間を５年間延長する

こととします。 

 

 

 

（１）基本理念 

「府内の地域の課題や魅力の明確化と、その情報発信等を通じた関係人口と地域と 

の継続的な関係の構築・強化を図ること」を追加します。 

 （２）移住促進特別区域制度の見直し 

①名称の変更及び区域指定要件の追加 

人口減少地域にあって、市町村長の申出に基づき知事が指定する「移住促進特別区 

域」を、「移住者等受入促進特別区域」に改めるとともに、「関係人口との協働による 

地域活性化に取り組む区域」を対象とするため、指定要件を見直します。 

なお、「移住促進特別区域」として指定済の区域については、改めて指定を申し出な 

くても、「移住者等受入促進特別区域」とみなし指定することとします。 

   ②京都府の支援措置 

京都府として、「移住者等受入促進特別区域」内において、引き続き、次に掲げる支

援措置を講じることとします。 

 ・ 移住促進に取り組む区域において、空家バンクに登録された空家を移住者が居 

住用として取得する場合の不動産取得税の税率軽減（軽減率２分の１） 

 ・ 上記登録空家の改修等に要する経費に対する、京都府予算の範囲内での補助金 

  交付 等 

１ 改正の背景・目的 

２ 主な改正内容 

１ 



 

 

 （３）移住者受入・活躍応援計画制度の見直し 

①名称の変更及び計画記載内容の追加 

 上記（２）の区域内において市町村が策定する「移住者受入・活躍応援計画」を「移

住者等受入・活躍応援計画」に改めるとともに、当該計画で定める「移住者等の就業

の機会の創出に資する事業」を「移住者等の就業の機会の創出又は関係人口と協働す

る機会の整備に資する事業」に改めます。 

②京都府の支援措置 

上記（２）の区域の指定要件で追加された「関係人口との協働による地域活性化に 

取り組む区域」においても、既存の区域と同様に、以下の支援を実施します。 

    ・ 計画に基づく関係人口との協働や活躍の場づくりを行う市町村に対する支援 

・ 計画に定めたテーマに沿って、仕事や活躍の場づくりを行うために登録空家を 

 取得した事業者への不動産取得税の税率軽減 

 （４）その他の施策 

京都府として、「移住者等受入促進特別区域」等への移住を促進するとともに、移住 

者等が活躍できる地域づくりを推進するため、改正後も引き続き、市町村と連携しな 

がら、移住相談窓口等の移住関連の情報提供等に取り組んでまいります。 

 

 

 

（１）改正時期  

令和８年 ９月京都府議会  骨子案の報告 

パブリックコメントの実施 

令和８年１２月京都府議会  改正案の提案 

（２）施行時期  

令和９年４月１日施行（予定） 

３ 今後の予定等 

２ 



京都府子育て環境日本一推進戦略の改定について 

令和８年９月 

総合政策環境部 

 

 京都府では、「京都府子育て環境日本一推進戦略」について、子育て環境

日本一の取組をバージョンアップさせるため、今年度中の改定を予定してい

ますので、ご報告します。 

 

 

１ 改定の方向性について 

「子育て環境日本一・京都」の実現に向け、新たな視点を加え内容を改定

してまいります。 

新たな視点については、子ども、若者、子育て世代や有識者等との意見交

換等を踏まえて検討してまいります。 

 

【現時点で想定する新たな視点】  
 
① 子育てと働くこと

の両立 

子育て世代が子育てと仕事を両立でき、若者が京都

に住み、子どもを持ちたいと思える環境づくり 

② 子どもと社会との

つながり 

不安定で不確実な社会を生きる次世代が、幼い頃か

ら社会とつながり、生き抜く力を養う 

 

 

２ 改定までの主な日程 

１２月定例府議会：中間報告 

   ２月定例府議会：最終報告 

    

 



京都府循環型社会形成計画（第３期）の改定について 

 

                                                 令 和 ８ 年 ９ 月 

                                                総 合 政 策 環 境 部 

 

 循環型社会の実現に向けた方策をとりまとめた京都府循環型社会形成計画（第３期）

については、令和３年度の策定から５年が経過し、また、上位計画である京都府環境

基本計画が昨年 12 月に改定されたことから、最新の廃棄物実態調査に基づく指標の

推移や、施策の進捗状況、廃棄物を巡る国の動向等を踏まえ、計画の改定を行う。 

 

１ 現行計画の概要 

 (1)計画期間 

   令和３年度(2021)～令和 12年度(2030) 

 (2)位置付け 

  ・廃棄物処理法に基づく都道府県廃棄物処理計画 

・「京都府環境基本計画」の廃棄物分野の個別計画 

 (3)主な目標 

指標 
計画策定時 

（R1 実績） 

現状 

（R6 実績） 

目標数値 

（R12） 

一般 

廃棄物 

排出量 796 千ｔ 681 千ｔ 710 千ｔ 

再生利用率 15.7％ 14.8％ 20.0％ 

温室効果ガスの排出量 240 千 t-CO2 220 千 t-CO2 162 千 t-CO2 

最終処分量 107 千ｔ 86 千ｔ 92 千ｔ 

産業 

廃棄物 

排出量 4,402 千ｔ 4,357 千ｔ 4,223 千ｔ 

再生利用率 44.2％ 45.4％ 45.4％ 

温室効果ガスの排出量 268 千 t-CO2 282 千 t-CO2 139 千 t-CO2 

最終処分量 107 千ｔ 114 千ｔ 70 千ｔ 

食品ロス発生量 115 千ｔ 95 千ｔ 94 千ｔ 

 

２ 見直しの方向性 

   最新の廃棄物実態調査に基づく指標の推移や、施策の進捗状況、廃棄物を巡る

国の動向等を踏まえ、京都府環境審議会において専門家の意見を聴きながら、計

画の施策等を見直す。 

 

３ 今後のスケジュール 

    令和８年１２月議会 中間案報告 → パブリックコメント 

      ９年 ２月議会 最終案報告 

 



京都府食品ロス削減推進計画の改定について 

 

                                                 令 和 ８ 年 ９ 月 

                                                総 合 政 策 環 境 部 

 

 食品ロスの削減に向け、地域の実情に応じた取組を推進するために策定した京都府

食品ロス削減推進計画については、令和３年度の策定から５年が経過したことから、

最新の食品ロス実態調査に基づく指標の推移や、施策の進捗状況、食品ロスを巡る国

の動向等を踏まえ、計画の改定を行う。 

 

１ 現行計画の概要 

 (1)計画期間 

   令和３年度(2021)～令和 12年度(2030) 

 (2)位置付け 

  ・食品ロス削減推進法に基づく都道府県食品ロス削減推進計画 

・京都府循環型社会形成計画（第３期）の個別計画 

 (3)主な目標 

指標 
計画策定時 

（R1実績） 

現状 

（R6実績） 

目標数値 

（R12） 

食品ロス発生量 全体 115 千ｔ 95千ｔ 94千ｔ 

食品ロス発生量（家庭系）    56 千ｔ    41千ｔ    44千ｔ 

食品ロス発生量（事業系） 59 千ｔ 54千ｔ 50千ｔ 

 

２ 見直しの方向性 

   最新の食品ロス実態調査に基づく指標の推移や、施策の進捗状況、食品ロスを

巡る国の動向等を踏まえ、京都府食品ロス削減推進専門委員会（※）において専門

家の意見を聴きながら、計画の施策等を見直す。 

 

  ※京都府環境審議会廃棄物・循環型社会形成部会に置かれた専門委員会 

 

３ 今後のスケジュール 

    令和８年１２月議会 中間案報告 → パブリックコメント 

      ９年 ２月議会 最終案報告 

 



 

 

 

政策環境建設常任委員会 

報 告 事 項 
 

 

 

 

 

・ＪＲ山陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通計画の改定

について（中間案） 

・京都府住生活基本計画及び京都府賃貸住宅供給促進計画

の改定について 

・特定利用空港・港湾について 

・府民利用施設のあり方検証結果報告について 

・建設交通部所管施設における指定管理者の選定について 

 

令和８年９月京都府議会定例会 

建設交通部 



 

   

 

 

JR山陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通計画の改定について（中間案） 

 
令 和 ８ 年 1 0 月  
建 設 交 通 部  

 
１ 計画（案）概要 
（１）中間案の方向性 
本計画では、これまでの基本的な方針を踏まえ、地域住民の多様な移動ニーズへの対応や

移動手段・移動先の選択肢の拡大を図るとともに、来訪者及び移住者にとっても利用しやすい
公共交通の実現を目指し、利便性と持続可能性を両立した交通体系の確保・維持を図りなが
ら、鉄道を含む公共交通ネットワークのさらなる強化を推進するものとする。 

 
（２）計画期間 
令和９年度から令和１３年度までの５年間 

 
２ 主な課題と対応の方向性 

 課題 対応の方向性 

日
常
生
活 

通
勤
・
通
学 

・広域的な通勤・通学を支える公共交通
ネットワークの確保・充実 
・通勤・通学における公共交通の利便
性向上 

・広域的な通勤・通学や部活動に利用できる
公共交通サービスの維持・向上 
・列車やバスの接続改善や利用実態に応じ
たダイヤの最適化 

 ・市町間の移動を支える公共交通ネット
ワークの充実 
・誰もが利用しやすい交通拠点や待合
環境の整備 
・交通事業を支える担い手の確保・育成 
・デジタル技術を活用した利便性向上 
 
・公共交通を地域で支える意識の向上 

・公共ライドシェアの広域化 
 
・子ども連れでも安心して利用でき、待ち時
間を快適に過ごせる待合環境の整備 
・福祉輸送等の地域輸送資源の活用 
・公共交通におけるキャッシュレス決済導入
エリアの拡大 
・小中学生等を対象とした公共交通利用促
進（モビリティ・マネジメント）の実施 

観
光
交
流 

・観光施策と連携した公共交通利用環
境の充実 

・誰もが利用しやすい案内環境の整備 

・地域や事業者が連携した利用しやす
い運賃サービスの実現 

・体系的な観光情報や公共交通情報の提供 
 

・訪日外国人向けの多言語表記の充実 

・沿線店舗や施設等と連携した公共交通利
用者向け割引制度の導入 

 
３ 今後のスケジュール（予定） 

令和８年度 ９月定例会 中間案報告  

その後、パブリックコメントの実施 

１２月定例会 最終案報告 



安全安心で豊かな暮らしの基盤となり、交流と定住を促進する
「森の京都『おでかけ』システム」の実現を目指して

（仮）次期ＪＲ山陰本線(園部～綾部)沿線地域公共交通計画 概要版（中間案）

計画区域、対象とする交通等４

計画実施のための推進体制５

■ 計画区域

本計画の対象となる区域は、綾部市、南丹市、京丹波町、福知山市の3市1町からなる地域とし、
その中でも、ＪＲ山陰本線の園部駅～綾部駅間および園福線に関連する区域とします。

綾部市 山家地区及び上林地区

南丹市 船岡駅以北の地域(旧日吉町、旧美山町、旧園部町の旧川辺小学校区）

京丹波町 全域

■ 計画期間

おおよそ10年後（令和18年度）の将来を見据えつつ、令和9年度から13年度までの5年間の計画
とします。

■ 計画の位置づけ

本計画は、4市町や京都府の総合計画やまちづくりに関する計画と連携・整合を図り、地域の
公共交通のマスタープランとして位置づけます。

4市町の総合計画・関連計画
京都府の広域計画・関連計画

JR山陰本線(園部～綾部)沿線
地域公共交通計画

• 定住促進、交流人口の増大
• 出産・子育て環境の充実
• 産業の創生や基盤強化による地元雇

用の確保
• 人・地域の交流を支える拠点・ネッ

トワークづくり
• 観光交流の推進
• 暮らしの安全と安心の確保
• 次代を担う人材育成
• コンパクトシティ、スマートシティ

＜各計画の施策政策の方向性＞

■ 対象とする交通

鉄 道：JR山陰本線（園部～綾部間）
バ ス：中京交通（園福線）、京都交通（三和線）、あやバス（上林線、於見市野瀬線）、

南丹市営バス（計画区域内を運行する系統）、
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            交通空白地・福祉有償運送

地域の将来像実現に向けて
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陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通活性化協議会へ共有します。
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協議会の年間スケジュール ・・・

協議会開催 ● ●

※最終年度（R8年度）のみ7月以降に計画の見直しを実施

次年度4月 5月 7月6月 9月8月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

事業実施

事業見直し

次年度事業検討

前年度事業評価・検証
毎年

繰り返す

はじめに
京都府と綾部市、南丹市、京丹波町は、令和4年3月に「ＪＲ山陰本線(園部～綾部)沿線地域公

共交通計画」を策定し、鉄道と幹線バスを軸とする地域公共交通の再構築（地域公共交通のリ・
デザイン）に取り組んできました。

しかし、人口減少や担い手不足等、公共交通を取り巻く環境は厳しさを増しており、持続可能
な公共交通サービスを実現するためには、今後の公共交通のあり方を再定義する必要があります。

本計画は、これまでの地域公共交通計画での施策の実施結果を踏まえ、まちづくり等と連携し
た公共交通の次の５年間のマスタープランとなるものです。

１

２ 5年後に計画が達成された地域の姿

※図中の番号は中開きの施策番号と対応しています

福知山市 京都交通三和線沿線地域(昭和地区、惇明地区、大正地区、雀部地区、下六人部地区、上六人部地区、三和町)



② ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながるよう、
沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者数の増加を図る

基
本
方
針
③

基
本
方
針
②

地域の課題・目指すべき将来像・基本方針３ 目指すべき
地域公共交通の将来像

安全安心で豊かな 暮らしの基盤となり、交流と定住を促進する「森の京都『おでかけ』システム」の実現

基
本
方
針
①

① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支え育む活動
を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする

③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力を感じる
    地域を目指す

④ 鉄道駅・主要バス停の乗継利便性や待合快適性を高め、安心感があり立ち寄りたくなる
拠点へと変え、地域内外の交流を促進する基

本
方
針
④

⑤ 案内強化やMaaS等によって公共交通を分かりやすくし、一体化を進めることで使いやすさを
向上させ、特に観光での移動を便利で快適にする

年間観光入込客数数値目標

基
本
方
針
⑤ 体系的な観光情報・公共交通情報の提供⑤-1 訪日外国人向けの多言語表記化⑤-2

③-5 子育て世代や高校生・大学生、免許返納者に対する公共交通利用支援

※MaaS（Mobility as a Service）：地域住民や旅行者一人一人の移動ニーズに対応して、複数の移動サービスを組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス

人口減少とともに、公共交通の利用者も減少

公共交通が不便な地域の後期高齢者数が増加

公共施設や生活関連施設への交通手段は、ほと
んどが自動車利用

公共交通利用者数減少やドライバー不足により
公共交通のサービスレベルの維持・存続が困難

深刻な公共交通の担い手不足（ドライバー等）

地域公共交通の課題（案）地域の問題点（案）

都
市
や
人
口
等

公
共
交
通

周遊観光にも適用できる、公共
交通の総合的なサービスの提供
や既存移動サービスの連携強化

観光・交流施策と連携した公共
交通利用の情報発信

初めて訪れる観光客や外国人観
光客にもわかりやすい案内方法
等、利便性の向上

観光・交流交通に関する課題

公共交通の運行時間帯が短く、長距離通勤や子
どもの部活や習い事ができないダイヤ設定

観光地への公共交通サービスが弱く、情報発信
も不十分で、公共交通を使った観光が困難

地
域
か
ら
の
声

・早朝・帰宅時間帯の運行がなく、
家族等の送迎に頼っている

・鉄道とバスの乗り継ぎが悪い

地域内や市町間を相互移動がで
きる運行形態にとらわれないお
でかけ手段の確保

日常生活交通に関する課題

交通結節機能の強化や駅を中心
としたにぎわいの創出等、子ど
もと一緒の方や高齢者にも公共
交通を利用してもらうための拠
点づくり

公共交通利用への転換と外出機
会の拡大

自動車の運転が困難になる高齢
者の増加を見据えた交通手段の
確保や交通環境の充実、情報発
信の強化

利
用
者
・
須
知
高
校
生

交
通
事
業
者
・
地
元
関
係
者
等

園部駅～綾部駅間の鉄道のサービスレベルは現
状では高くできない

観
光

公共交通の情報発信方法や見せ方に改善余地

改善等のニーズ：
・駅の待合環境の改善
・乗り継ぎ時間の余裕
・帰宅時間帯等での園福線の増便 等

公共交通での買物や通院が困難なダイヤ設定

基本方針と施策（案）

ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の年間利用者数／利用者あたりの公的資金投入額／バス路線の収支率数値目標

①-1 公共交通利用への自発的な転換・定着の促進

新たに待合快適性（照明・ネット環境・電源・テーブル）が向上した鉄道駅・バス停の数数値目標

快適に待つことができる駅周辺の整備④-2

④-1 子どもと一緒でも安心して利用できる拠点の整備

ICカードシステム等のキャッシュレス化の拡充②-2

区域内をシームレスに移動できる仕組みづくり②-1

人口あたりの年間公共交通利用者数／鉄道と主要バス路線や、園福線と他バス路線との接続便数数値目標

人口あたり年間鉄道定期利用者数／年間園福線通学定期利用者数／高校生大学生通学費補助件数数値目標

広域的な通勤・通学に利用できる移動手段の導入③-1

JR山陰本線や中京交通園福線・
京都交通三和線の基幹的な公共
交通サービスの維持・確保・利
便性向上（圏域外からの通勤通
学、帰宅時への対応含む）

①-2 地域旅客運送サービス継続事業

鉄道駅の交通結節機能が弱い

家族等の送迎が定着し、公共交通の意識が低い

園福線ダイヤは地域外からの通勤通学者に不便

住民ドライバーを含む地域公共
交通の担い手の長期的な確保

公共交通の情報不足、周知不足

①-3 地元との意見交換会等による公共交通サービス改善の継続的な検討

①-4 バス・タクシー運転手の人材確保

郵便・宅配・福祉有償運送等、様々な主体の連携による移動手段の確保③-4

③-3

高齢者の買い物や通院等に便利なダイヤの設定③-2

公共交通の空白地や不便な地域での新たな移動手段の導入や支援及び高齢者が積極的に外出し
たくなる機会の創出

①-5 交通事業者と連携した鉄道の運行やサービスレベルの維持・改善

公共交通間の乗継や利用環境の改善②-3

既存交通とデマンドタクシー等との連携

行政や沿線地域と連携した利用促進

バス・タクシーの深刻な運転者不足

公共交通と連携した高齢者の外出支援

高齢者への公共交通の利用方法の周知

通院や買い物に往復利用できるダイヤ

観光客向け案内や公共交通情報発信の充実
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安全安心で豊かな暮らしの基盤となり、交流と定住を促進する
「森の京都『おでかけ』システム」の実現を目指して

（仮）次期ＪＲ山陰本線(園部～綾部)沿線地域公共交通計画 概要版（中間案）

計画区域、対象とする交通等４

計画実施のための推進体制５

■ 計画区域

本計画の対象となる区域は、綾部市、南丹市、京丹波町、福知山市の3市1町からなる地域とし、
その中でも、ＪＲ山陰本線の園部駅～綾部駅間および園福線に関連する区域とします。

綾部市 山家地区及び上林地区

南丹市 船岡駅以北の地域(旧日吉町、旧美山町、旧園部町の旧川辺小学校区）

京丹波町 全域

■ 計画期間

おおよそ10年後（令和18年度）の将来を見据えつつ、令和9年度から13年度までの5年間の計画
とします。

■ 計画の位置づけ

本計画は、4市町や京都府の総合計画やまちづくりに関する計画と連携・整合を図り、地域の
公共交通のマスタープランとして位置づけます。

4市町の総合計画・関連計画
京都府の広域計画・関連計画

JR山陰本線(園部～綾部)沿線
地域公共交通計画

• 定住促進、交流人口の増大
• 出産・子育て環境の充実
• 産業の創生や基盤強化による地元雇

用の確保
• 人・地域の交流を支える拠点・ネッ

トワークづくり
• 観光交流の推進
• 暮らしの安全と安心の確保
• 次代を担う人材育成
• コンパクトシティ、スマートシティ

＜各計画の施策政策の方向性＞

■ 対象とする交通

鉄 道：JR山陰本線（園部～綾部間）
バ ス：中京交通（園福線）、京都交通（三和線）、あやバス（上林線、於見市野瀬線）、

南丹市営バス（計画区域内を運行する系統）、
ぐるりんバス（計画区域内を運行する系統）、京丹波町営バス（全系統）

個別輸送：タクシー、スクールバス、デマンドバス・タクシー（南丹市、京丹波町）、
            交通空白地・福祉有償運送

地域の将来像実現に向けて
公共交通が果たすべき役割

目標の実現、施策の継続的な実施に向けて、4市町の関係者及び区域の公共交通事業者、
住民など、様々な関係者が連携し、総合的な取組として進めます。

＜ＪＲ山陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通活性化協議会の役割＞

＜各市町の役割＞

計画の評価、検証、見直し等を、主体となって実行します。

各市町の地域公共交通会議で事業の実施状況や評価等を協議し、 協議事項等をＪＲ山
陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通活性化協議会へ共有します。

前年度

協議会の年間スケジュール ・・・

協議会開催 ● ●

※最終年度（R8年度）のみ7月以降に計画の見直しを実施

次年度4月 5月 7月6月 9月8月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

事業実施

事業見直し

次年度事業検討

前年度事業評価・検証
毎年

繰り返す

はじめに
京都府と綾部市、南丹市、京丹波町は、令和4年3月に「ＪＲ山陰本線(園部～綾部)沿線地域公

共交通計画」を策定し、鉄道と幹線バスを軸とする地域公共交通の再構築（地域公共交通のリ・
デザイン）に取り組んできました。

しかし、人口減少や担い手不足等、公共交通を取り巻く環境は厳しさを増しており、持続可能
な公共交通サービスを実現するためには、今後の公共交通のあり方を再定義する必要があります。

本計画は、これまでの地域公共交通計画での施策の実施結果を踏まえ、まちづくり等と連携し
た公共交通の次の５年間のマスタープランとなるものです。

１

２ 5年後に計画が達成された地域の姿

※図中の番号は中開きの施策番号と対応しています

福知山市 京都交通三和線沿線地域(昭和地区、惇明地区、大正地区、雀部地区、下六人部地区、上六人部地区、三和町)



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仮）次期ＪＲ山陰本線(園部～綾部) 

沿線地域公共交通計画 
 

計画編 

 

（中間案） 
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京都府・綾部市・南丹市・京丹波町・福知山市 

 

 

  



 

＜5年後に計画が達成された地域の姿＞ 

 

本計画では、安全安心で豊かな暮らしの基盤となり、交流と定住を促進する「森の京都

『おでかけ』システム」の実現を目指して様々な事業を実施します。 

「森の京都『おでかけ』システム」とは、地域住民の様々なシーンにおいて、気軽に利用

可能になり、移動先（目的地）の選択肢も広げることができる地域公共交通のことです。ま

た、住民だけでなく、来訪者が次もこの地域に来たくなるような、移住者がこの地域に住み

続けたくなるような地域公共交通を目指します。 

 

本計画の達成により、例えば以下のようなことができるようになります。 

 

・高校生は、部活や塾で遅くなっても、主要駅から公共交通等を使って帰宅することがで

きるようになり、家族にとっては送迎の負担が減ります。また、駅や駅・バス停周辺の

学習スペースを利用して、公共交通の待ち時間に宿題や自主学習に取組めるようにな

り、時間を有効的に使えるようになります。 

・幅広い世代が、無理なく広域に通勤・通学できる環境にすることで、快適に働き・学ぶ

ことができるようになり、「この地域に住み続けたい」「移住して住み続けたい」と思え

るようになります。 

・子育て世代は、駅やバス停にベビーシートや授乳室、キッズスペースなどが整った、明

るく清潔な待合環境が整備されており、いつでも安心して公共交通を利用できます。 

・高齢者は、運転免許を返納しても、自家用車に頼らずに公共交通を利用して、地域を跨

った買い物や通院等の移動ができ、いつまでも安全安心に住み続けられます。また、駅

に併設するカフェやサロン等で、日常的に集まり憩うことができます。 

・来訪者は、地域を跨った交通案内や多言語化など、情報提供・案内の充実等により、外

国人観光客も公共交通により途中で迷うことなく観光できます。地域内フリーチケット

等でちょっとした寄り道もでき、新しい出会い・発見もあるかもしれません。 
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1. はじめに 

 

1.1 計画策定の背景と目的 

JR山陰本線は、平成 23年 3月に京都駅～園部駅間が複線化され、園部駅までの利便性は大

きく向上したが、園部駅～綾部駅間は単線である。また園部駅～綾部駅間の沿線地域では、少

子高齢化の進展や若年層の流出による人口減少に加え、高速道路網の利便性向上などを背景と

して利用者が減少傾向にあり、園部駅を境に列車本数が少ない状況である。 

地域間を跨って運行する園福線（園部～桧山～福知山）は、西日本ジェイアールバス(株)か

ら京都交通(株)及び(有)中京交通に引き継がれ、令和 6年 4月より新たに運行を開始した（地

域旅客運送サービス継続事業を適用）。 

地域間を結ぶ幹線的な公共交通である JR 山陰本線や園福線に対して、地域内を運行してい

るコミュニティバスなどが接続しているものの、運行本数が少ないうえ、土休日には減便や運

休となる路線も多い状況にあり、地域間の移動は便利とは言い難い状況にある。また、タクシ

ーについても、4市町に小規模の営業所があるが、登録台数が少なく、夜間のタクシーの台数

が少ないこと、営業所の存続についても問題となっている。 

さらには、公共交通の担い手不足も深刻化しており、利用者が一定数存在するにもかかわら

ず、サービスレベルを低下せざるを得ない状況も見られ、公共交通を取り巻く環境は大きく変

化しており、その変化に対応した施策が求められている。 

以上を踏まえ、地域の抱える課題やニーズを改めて整理するとともに、これまで実施してき

た施策についての効果検証結果や地域公共交通計画の基本方針を踏まえ、今後の公共交通のあ

り方を再検討し、近年の社会情勢変化に対応した持続可能かつ地域にとって望ましい公共交通

体系を構築するため、まちづくり等と連携した地域公共交通の新たなマスタープランとなる

「（仮）次期 JR山陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通計画」を策定する。 
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1.2 計画区域 

・本計画の対象となる区域は、綾部市、南丹市、京丹波町、福知山市の 3 市 1 町からなる地域

とし、その中でも、JR山陰本線の園部駅～綾部駅間および園福線に関連する区域とする。 

＜計画区域＞ 

・綾部市：山家地区、上林地区 

・南丹市：船岡駅以北の地域（旧日吉町、旧美山町、旧園部町の旧川辺小学校区） 

・京丹波町：全域 

・福知山市：三和線沿線の地域（昭和地区、惇明地区、大正地区、雀部地区、下六人部地区、

上六人部地区、三和町） 

 

1.3 計画期間 

・おおよそ 10年後（令和 18年度）の将来を見据えつつ、 

令和 9年度から 13年度までの 5年間の計画とする。 

 

 

 

 

 

図 計画区域 
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2. ＪＲ山陰本線（園部～綾部）沿線地域が目指す将来像と現状

診断 

2.1 地域のまちづくりの将来像（上位計画の方向性） 

計画区域の地域は、上位・関連計画において、下図のように位置付けられており、今後の地域

公共交通を検討するに際し、これらのまちづくりの方向性を踏まえる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 上位計画・関連計画 

福知山市 

京都府 

綾部市 南丹市 京丹波町 

まちづくり 

関連 

総合計画 

行政運営の 

最上位計画 

【改訂】南丹市都市

計画マスタープラン 

綾部市都市計画 

マスタープラン 

 

広域計画 

 

第 2 次 

南丹市総合振興計画 

第 6 次 

綾部市総合計画 

（後期基本計画） 

第 2 次 

京丹波町総合計画 

（後期基本計画） 

京都府地域創生戦略 

「森の京都」構想 

京丹波町都市計画 

マスタープラン 

中丹地域振興計画 南丹地域振興計画 基本計画 

第 3 期 

南丹市地域創生戦略 
綾部市創生総合戦略 

 

地域公共 

交通関連 

南丹市地域公共交通 

計画 

綾部市地域公共交通 

計画 

 

京丹波町地域公共交

通計画 

福知山市都市計画 

マスタープラン 

まちづくり構想 

福知山 

福知山市地域公共 
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4 市町の既往計画で共通して挙げられている目標は、少子高齢化社会への対応、地域コミュニテ

ィの維持、広域的な交流や連携を図ることであり、その実現に向けて次のような政策の方向性が

示されている。 

 

◇定住促進、交流人口の増大 

◇出産・子育て環境の充実 

◇産業の創生や基盤強化による地元雇用の確保 

◇人・地域の交流を支える拠点・ネットワークづくり 

◇観光交流の推進 

◇暮らしの安全と安心の確保 

◇次代を担う人材育成 

◇コンパクトシティ、スマートシティ 

 

4 市町とも、総合計画や総合戦略の中で、上記のような政策の方向性を実現するための方針のひ

とつとして、公共交通の維持・充実や地域ニーズに沿った新たな移動・交通システムの検討、コ

ンパクト・プラス・ネットワークの構築を挙げている。 

 

 

図 4市町の交通軸や拠点の設定状況 

出典：各市町の総合計画や都市計画マスタープランより作成 
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2.2 ＪＲ山陰本線（園部～綾部）沿線地域の現状診断（現況からみた問題点） 

(1) 地域の現状 

◇人口減少とともに、公共交通利用も減少                        

⚫ この 20年で 3市町(綾部市、南丹市、京丹波町)の総人口は 2割以上減少、年少人口や生

産年齢人口も 3～4割程度減少、一方で 75 歳以上人口は 2割以上増加（高齢化進展）し

ていることで、公共交通や生活関連施設、地域コミュニティの維持が困難となる可能性

がある。 

⚫ JR山陰本線の利用者は、人口減少と同程度の減少となっている。また特にコロナ禍の影

響により、令和 2年の減少が大きくなっている。                           

 

 

 

図 3市町の人口推移 

 

  

図 沿線人口および JR山陰本線・園福線利用者数の変化 
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出典：国勢調査、将来推計値は国立社

会保障・人口問題研究所推計値 

出典：国勢調査、交通事業者提供データ 
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6 

◇公共交通が不便な地域の後期高齢者が増加                       

⚫ この 20年で 3市町(綾部市、南丹市、京丹波町)の 75歳以上の後期高齢者が 2割以上増加

し、公共交通が不便な計画区域内の北部(綾部市上林地区、南丹市美山町等)では、人口

に対する後期高齢者割合が 4 割を超えている地域もある。団塊世代が全て 75 歳以上の

年齢に達したことで、後期高齢者数の増加だけではなく移動困難者の増加が予想される。 

 

 

◇公共施設や生活関連施設への交通手段は、ほとんどが自動車利用             

⚫ 公共施設や生活関連施設は、JR山陰本線沿線や国道 9号沿道に多く立地している。 

⚫ 公共施設や生活関連施設には公共交通で往復できない地域もあり、自動車利用（送迎含

む）を前提とした生活スタイルが浸透していると考えられる。 

 

図 町字別の 75歳以上人口割合 出典：住民基本台帳人口（R8） 

図 公共施設や生活関連施設と公共交通ネットワーク 

75 歳以上人口割合が 4 割以上の地域 
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◇深刻な公共交通の担い手不足                             

⚫ 路線バスやタクシーの運転手については、少子化にともなう労働人口全体の減少に加え、

全業種平均と比較して高齢化が進んでいることから、今後も担い手不足が深刻化するこ

とが見込まれる。 

 

 

 

 

 

  

図 公共交通で通院・帰宅可能な地域 

出典：公益社団法人日本バス協会「国土幹線道路部会ヒアリング資料」 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001634143.pdf 

図 バス運転者数の見通し（全国） 

鉄道 5%
バス 2%

自動車・自動

二輪・原付

73%

自転車

6%

徒歩 13%

その他・

不明 2%

図  3市町の交通手段分担率 

出典：近畿圏パーソントリップ調査（R3） 

※発生集中量の計画区域外を含む 3 市町計 

 (3 市町：綾部市、南丹市、京丹波町) 
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(2) 公共交通の現状 

① 公共交通全般における問題点 

◇公共交通利用者数の減少により公共交通のサービスレベルの維持・存続が困難       

⚫ 計画区域内の公共交通は、民間交通事業者による路線バスに加え、自治体が主体となり

運行する路線バス（南丹市営バス、南丹市ぐるりんバス、京丹波町営バス、あやバス等）、

デマンドバス・デマンドタクシー、タクシー、福祉有償運送等があり、この 10年で新た

な生活交通・移動サービスも増えている。一方で、人口減少等による利用者数の減少や

運転士不足等により、基幹的な公共交通においてもサービスレベルの向上が難しく、自

治体主体の路線バスなどの生活交通については、単一地域でサービスレベルを維持する

ことが困難となることが予想される。 

 

図 計画区域内の公共交通ネットワーク 

 

図 計画区域内の公共交通利用者数  
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京丹波町営バス

南丹市デマンドバス(日吉・美山)

南丹市営バス

園福線・三和線(桧山～福知山)

園福線(園部～桧山)
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令和 7 年本格運行開始 

令和 7 年 11 月 

実証運行開始 

令和 6 年 3 月 

運行開始 

令和 4 年 11 月 

運行開始 

令和 5 年 10 月運行開始 

出典：交通事業者提供データ 
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◇駅・バス停圏は可住地のおおむね全域をカバーしているが、鉄道駅の交通結節機能が弱い 

⚫ 鉄道駅 1km 圏および定時定路線バスの停留所 500m 圏によって、計画区域の人口の 9 割

がカバーされているほか、このカバー圏外においても前頁に示した区域運行型の新たな

生活交通・移動サービスの導入が進み、計画区域の人口のほとんどが公共交通等の移動

サービスにカバーされている。 

⚫ 駅再生プロジェクト及び駅周辺にぎわいづくり推進事業により、和知駅・山家駅・胡麻

駅周辺の整備は進んだが、これらの駅以外では施設整備や機能充実は進んでいない。 

⚫ 駅までの路線バスのサービスレベルは高くなく不便であるため、JR利用者の駅へのアク

セスは家族等による送迎が主体となっている。 

⚫ 鉄道駅での機能充実として、バリアフリー化、ユニバーサルデザイン、待合強化、Wi-Fi

整備、子育て中の外出の円滑化等が望まれているが、十分に整備されていない状況であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 鉄道駅やバス停の利用圏域・4つの機能の整備状況 
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図 鉄道・定時定路線バスの人口カバー率 

※□内の数値は、前回計画で整備対象としていた拠点において、 
4 つの機能（照明・ネット環境・電源・テーブル）のうち整備された機能の数を示す 
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◇ＪＲ園部駅～綾部駅間の鉄道のサービスレベルは現状では高くできない         

⚫ JR 山陰本線の園部駅以北の運行本数は、亀岡駅～園部駅間と比べても半数以下であり、

胡麻駅以北では更に減少する。特急列車もほとんどが園部駅、綾部駅での停車である。

こうした状況から居住地の最寄り駅ではなく、園部駅や綾部駅を利用するケースが見ら

れる。 

⚫ 現状のサービスレベルで利用するにしても、鉄道・園福線とバスの接続が悪いダイヤが

あったり、バスが駅前に乗り入れていない場所があったり、改善の余地が残っている。 

 
(令和 8 年 8月時点) 

  

※□内の数値は、前回計画で整備対象としていた拠点における接続率を示す 

 

(令和 8 年 8月時点) 
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図 各拠点における鉄道・主要バス路線と 20 分以内に乗り継げる便の割合（接続率） 
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② 日常生活交通における問題点 

◇公共交通の運行時間帯が短く、長距離通勤や子どもの部活や習い事ができないダイヤ設定 

⚫ 地域内を運行する路線バスは、運転手、運行経費、バス台数の関係で、昼間時間帯中心

のバスダイヤとなっている。 

⚫ 特に、南丹市営バスや京丹波町営バスの多くの路線は、6時台以前の早朝や 19時以降の

夜間、また土休日の運行が少なくなるため、市町域外への通勤・通学利用や、域外から

の来訪者の利用には適していない。 

⚫ 自動車を利用できない住民にとって、公共交通では早朝や夜間、土休日の移動が限られ

ており、居住地や目的地によっては部活動、塾、習い事等のための利用はできない状況

にある。 

⚫ こうした状況から鉄道駅までの交通手段として、家族の送迎が前提となっている場合も

多く、家族への負担も大きい。進学先の選択肢を狭めたり、進学時に地元を離れたりす

る要因となる可能性もある。 

 

 

(令和 8 年 8月時点) 

 

 

 

 

 

  

図 公共交通で通学・帰宅可能な地域 

国道 9 号と国道 478 号
で囲まれたエリアで
は、12～17 歳が分布し
ているものの公共交通
での通学が不可能。 
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◇公共交通を使った買い物や通院が困難なダイヤ設定                  

⚫ 地域内を運行しているバスは、駅や生活関連施設周辺まで運行しているため、買い物先

や通院先までの移動は確保されている。しかしながら、施設で用事を済ませた後の帰宅

時は、バスが運行していない、長時間待たないといけない地域も存在する。そのため、

公共交通で買い物や通院することが難しく、後期高齢者になっても自動車を運転せざる

を得ない状況になっている。 

 

 

 

(令和 8 年 8月時点) 

 

  

図 公共交通で通院・帰宅可能な地域 

国道 27 号沿線でも、
駅から離れたエリアで
は通院後の帰宅が困難 

山間部には、定時定路線の 
公共交通が無いエリアや、 
路線があっても帰宅が 
困難なエリアが残存 
※交通空白地有償運送が運行 
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③ 観光・交流交通における問題点 

◇観光地への公共交通網や情報案内が弱く、公共交通を使った観光が困難         

⚫ 南丹市美山町のかやぶきの里をはじめ、観光分野は活発である。 

⚫ 外国人観光客が増えており、観光の起点となる京都駅等のターミナル駅からの交通案内

が必要であるが、広域的な情報案内は弱く、地域内の交通結節機能も十分ではなく、快

適な観光に向けた取組が必要である。 

   

 

 

◇公共交通の情報発信方法や見せ方に改善の余地がある                 

⚫ 公共交通を使った観光促進に向けて、観光地でのモデルコース設定や交通手段の整備、

バス系統のナンバリング、Googleマップへの登録等が進められてきた。ただ、区域内を

観光するにあたっては、公共交通を乗り継ぐ必要があり、今後も継続して乗継拠点や観

光地における公共交通に関する情報の見せ方の工夫等が求められている。 

⚫ 観光客は移動途中もスマートフォン等で情報を収集することから、現地での情報案内の

内容・見せ方の工夫だけでなく、インターネットでの情報発信の強化や MaaS等の進化し

たデジタル技術を活用した公共交通への変容が求められている。また、デジタル技術を

活用した利便増進策を実施するためには、その基盤となる通信網の強化や Wi-Fiの整備

等も必要になってくる。 

⚫ 3 市町(綾部市、南丹市、京丹波町)を相互に行き来できる周遊パス等のシームレスな移

動を可能とするサービス、駅のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン対応等、利用者

にとって使いやすいサービスや安心して利用できるサービスの整備が十分に進んでい

ない。また、子どもと一緒でも安心して公共交通を利用できる環境整備も十分に進んで

いない状況である。 
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図 観光入込客数の推移 
出典：京都府統計書 

図 美山方面への観光客の移動における問題点 
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(3) 地域の住民や交通事業者、関係者が感じている問題点 

① 利用者アンケート結果から把握される問題点 

⚫ 早朝・帰宅時間帯に運行が無いため、また鉄道との乗り継ぎが悪いため、駅までバスを

利用する人は少ない。 

⚫ 園福線利用者のうち、平日毎日利用しているは 5割未満にとどまり、週 1～2日利用が 3

割弱を占める。早朝や帰宅時間帯に運行がないため、どちらか一方を家族送迎に頼って

いる人もいる。 

⚫ 園福線について、夕方の運行間隔が空く時間帯への増便ニーズがある。 

⚫ 駅の待合環境（椅子、屋根、冷暖房、清掃）等への不満が多い。 

⚫ 乗り継ぎ時間が短く、高齢者等にとって乗り換えに不安が生じているケースがある。 

 

② 須知高校生・保護者へのアンケート結果から把握される問題点 

⚫ 通学時に保護者の送迎を利用している生徒が 7割を占める。 

⚫ 短縮授業時や部活動後を含めた、帰宅時間帯における園福線の運行ニーズがある。 

 

③ 地域の交通事業者や関係者へのヒアリング結果から把握される問題点 

⚫ バス事業者からは、交通系 ICカードの利用機能の追加を図りたい、沿線地域と連携した

利用促進の取組を実施したい、マイク案内や乗車券販売等の運転以外の業務負担を減ら

してほしい、デマンドタクシー等との連携を図る必要があるといった意見がある。 

⚫ タクシー事業者は、計画区域を担当する営業所へのドライバーの応募が皆無であるなど

運転者不足が深刻で、市街地から離れた地区への対応ができない、利用者からの要望に

応えられない状況にある。行政と一体となったドライバー募集を実施したいという声が

ある。 

⚫ 須知高校では、募集時に町外在住者からは必ず通学方法の問い合わせがある、通学がで

きずに進学を断念する中学生がいる。 

⚫ 教育分野の関係者からは、公共交通を安全に利用するための出前授業や、駅施設での体

験学習への協力を求める声がある。 

⚫ 福祉分野の関係者からは、人との繋がりを感じられ介護予防にも繋がるサロン活動等の

社会参加のための移動は、家族や近所の人には協力を頼みづらい状況にあることが指摘

されている。 

また、元気なうちから公共交通に馴染んでいないと免許返納後の利用は難しい、デマン

ド交通等の新たな交通の登録方法や利用範囲が十分に理解されていない、通院や買い物

に往復利用できるダイヤになっていないといった問題点が示されている。 

公共交通と連携した外出促進の取組が必要との声や、タクシーが希望時間に予約できな

い状況にあり、タクシー存続への支援や、タクシーに代わる交通手段の導入が必要とい

う意見がある。 

⚫ 観光分野の関係者からは、車内アナウンスやバス停での路線案内や多言語表記などの

案内面の改善や、1日乗車券を事前購入できる仕組みや 24時間制チケットの導入、交

通事業者と連携した公共交通情報の発信強化への要望がある。  
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【観光・交流交通に関する課題】 

【日常生活交通に関する課題】 

2.3 ＪＲ山陰本線（園部～綾部）沿線地域の課題 

以上のような問題点や前計画の実施状況等を踏まえ、計画区域における地域公共交通の課題を

次のように整理する。 

   地域と公共交通の問題点               地域公共交通の課題 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域公共交通の問題点と今後の課題 

3.観光・交流における公共交通サービスの現況と

問題点 

2.公共交通サービスの現況と問題点 

周遊観光にも適用できる、公共交通の総合

的なサービスの提供や既存移動サービス

の連携強化 

1.公共交通サービスをとりまく計画区域内の 

現況と問題点 

観光・交流施策と連携した公共交通利用の

情報発信 

初めて訪れる観光客や外国人観光客にも

わかりやすい案内方法等、利便性の向上 

②通勤・通学交通 

・長距離通勤や子どもの部活や習い事ができな

いダイヤ設定 

・家族の自動車による送迎が前提となり、公共

交通利用の意識が低い ※アンケート 

・中京交通園福線は、地域外からの通勤・通学

利用に不便なダイヤ設定 ※アンケート 

地域内や市町間を相互移動ができる運行

形態にとらわれないおでかけ手段の確保 

自動車の運転が困難になる高齢者の増加

を見据えた交通手段の確保や交通環境の

充実、情報発信の強化 

公共交通利用への転換と外出機会の拡大 

①人口減少が進む以上に、公共交通利用離れも

加速 

③公共施設や生活関連施設への交通手段は、ほ

とんどが自動車利用 

②公共交通が不便な地域の後期高齢者数が増加 

①観光地への公共交通網や情報案内が弱く、公

共交通を使った観光が困難 

②公共交通の情報発信方法や見せ方に改善の余

地がある 

③日常生活交通 

・公共交通を使った買い物や通院が困難なダイ

ヤ設定 

・家族の自動車による送迎が前提（再掲） 

① 全般 

・公共交通利用者数の減少やドライバー不足に

より公共交通のサービスレベルの維持・存続

が困難（鉄道やバスの減便や廃止）※ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

・鉄道駅の交通結節機能が弱い 

・JR園部駅～綾部駅間のサービスレベルは現状

では高くできない 

・公共交通の情報不足、周知不足 ※アンケート 

④深刻な公共交通の担い手不足 

住民ドライバーを含む公共交通の担い手

の長期的な確保 

交通結節機能の強化や駅を中心としたに

ぎわいの創出等、子どもと一緒の方や高

齢者にも公共交通を利用してもらうため

の拠点づくり 

JR山陰本線や中京交通園福線・京都交通

三和線の基幹的な公共交通サービスの維

持・確保・利便性向上 

（圏域外からの通勤通学、帰宅時への対

応含む） 
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3. 計画の基本方針 

3.1 計画の基本的な方針 

JR 山陰本線（園部～綾部）沿線地域は、自動車利用を前提としたライフスタイルが定着し、自

動車を利用できない住民にとっては、暮らしにくい状況となっている。また、公共交通のサービ

スレベルが十分ではない地域や時間帯があり、通勤・通学・通院等の外出先を自由に選択できな

い点や、後期高齢者の増加に比例して高齢ドライバーも増加することから地域の暮らしの安全確

保が問題となっている。一方で、合計特殊出生率が京都府平均よりもやや高いという潜在力があ

り、まちづくりや子育て施策等と連携した取組が必要である。 

そこで本計画では、JR山陰本線の複線化を視野に、基幹的な役割を持つ鉄道と園福線を中心と

する沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携を検討する。将来のまちづくりを実現する地

域公共交通サービスの充実等（上位計画の実現・地域課題の解消）により、子どもからお年寄り

まで全ての住民が安全安心で豊かに生活でき（住み続けることができ）、子育てしやすい、地域間

の交流がしやすい、観光客が来訪したい、移住者が移り住み続けたいまちづくりを支援する公共

交通の実現を目指す。 

 

3.2 目指すべき地域公共交通の将来像（計画の目標） 

本計画では、基本的な方針に基づき、地域住民の様々な移動シーンにおいて、気軽に利用可能

で、移動先の選択の幅を広げるような、また来訪者や移住者に対しては、次もこの地域に来たく

なるような、この地域に住み続けたくなるような公共交通（「森の京都『おでかけ』システム」）

の実現を目指すものとする。 

 

 

  

 

  

安全安心で豊かな暮らしの基盤となり、 

交流と定住を促進する「森の京都『おでかけ』システム」の実現 
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3.3 施策の基本方針 

上記の将来像の実現に向けた公共交通に関する施策の基本方針を、次のように定める。 

 

①地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支

え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

・人口が減少する中、既存の公共交通を持続的に維持するためには、行政や交通事業者だけ

ではなく、住民や地元企業等のすべての関係者が一丸となり取組むことが必要である。そ

のため、あらゆる主体が協働して沿線全体で地域公共交通サービスを支える活動を活発化

させる。 

・JR 山陰本線と園福線は沿線地域の交通の「幹」であり、基幹的な役割を持つ公共交通と位

置づけ、基幹的なサービス維持・確保に向けた取組を進める。 

・小学校～高等学校と連携したモビリティ・マネジメントの実施により、沿線全体の公共交

通利用促進を図る。また、移動手段への要望、課題等については、定期的に懇談会等を開

催し、問題点を把握するし、沿線全体（協議会）で共有する。 

・路線バスやタクシーの運転手を単なる労働力ではなく、地域社会を支える不可欠なインフ

ラの担い手と位置づけ、事業者・自治体・地域が連携して対策を図る。 

※モビリティ・マネジメント：Mobility Management 

公共交通の利用促進のために、利用者に対し、公共交通の利用が環境、安全、各個人の健康

等に好影響をもたらすことや、公共交通の便利な利用方法等を効果的に情報提供すること

により、交通行動をマイカーから公共交通利用へ自発的な転換を期待するコミュニケーシ

ョン施策の総称。 

 

②ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながる

よう、沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者数の増

加を図る 

・ＪＲ山陰本線の複線化を視野に、基幹的な役割を持つ鉄道と園福線を中心とする沿線全体

の公共交通サービスの改善と相互連携を進めることで、広域的な通勤・通学移動の利便性

を高め、この地域に住み続けながら、快適に学び・働ける交通環境を目指す。 

・鉄道の利用を促進するため、区域内をシームレスに移動できる仕組みづくりや交通系ＩＣ

カードシステムの拡充、キャッシュレス化、公共交通同士の乗継状況の改善を行い、利用

者数の増加を目指す。 

・地域全体で持続可能な公共交通とするため、ＪＲ山陰本線と園福線をはじめ、支線交通も

含めた地域公共交通ネットワーク全体のサービスレベルの維持を図る。 
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③自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

・子育て世代や通学利用者、免許返納者への運賃支援や子育てタクシーの導入により、誰も

が便利に移動できる交通環境を目指すことで、地域の魅力を高め、人口減少、特に若年層

の流出を食い止めるような地域づくりを図る。 

・地区内を運行するバスのサービス維持・改善を進めることで（特に幹線的や役割を持つ園

福線）、地域内の通院や買い物移動の利便性を高め、自動車を利用できなくても、健康で生

きがいを持ち、安全安心に住み続けられる・外出できる、まちづくりと連携した交通環境

を目指す。 

・公共交通を使って学校や病院へ往復できるように、公共交通サービスが充実していない時

間帯等を対象に鉄道駅から自宅までの帰宅手段の確保に向けた取組を進める。 

・今後の高齢化の進行も見据え、運転免許返納の環境づくりも視野に入れ、新たな移動手段

の導入等により、高齢者が安全に利用しやすい公共交通網・交通環境の構築を図る。 

・郵便や宅配、福祉有償運送等様々な主体が連携し、既存の公共交通サービスの改善・充実

を徹底するとともに、地域の輸送資源を総動員し、地域住民の移動手段の確保と持続可能

な公共交通の仕組みづくりを推進する。 

 

④鉄道駅・主要バス停の乗継利便性や待合快適性を高め、安心感があり立ち寄りた

くなる拠点へと変え、地域内外の交流を促進する 

・鉄道駅・主要バス停等の交通結節点について、公共交通機関同士の結節機能を強化する。 

・子育て中の方や高齢者をはじめ、誰もが安心安全に交通結節点で待ち時間を過ごせるよう

に、“照明（安全性・防犯性向上）”“ネット環境（Wi-Fi）”“電源（コンセント）”等を重点

整備項目として、人が集い・安らぐ交通結節点としての再生を促進する。 

 

⑤案内強化やMaaS等によって公共交通を分かりやすくし、一体化を進めることで使

いやすさを向上させ、特に観光での移動を便利で快適にする 

・鉄道駅を起点として使いやすいダイヤ、分かりやすい案内等、広域的な観光・交流の促進

を支える体系的な施設整備を進める。 

・沿線住民の公共交通利用促進に向け、基礎的なダイヤ情報や乗り方案内に加え、地域外へ

のおでかけ方法などの情報発信等を進め、公共交通のおでかけを身近なものにする。 

・観光客等の公共交通利用促進に向け、ホームページでの公共交通や観光の情報発信、多言

語化を進める。 

・計画区域内で活発に活動でき、地域の賑わいや世代間の交流の活性化に向けて、区域内を

動き回れる環境整備・情報提供を進める。 

※MaaS：Mobility as a Service 

地域住民や旅行者一人一人の移動ニーズに対応して、複数の移動サービスを組み合わせて

検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 
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便
・
宅
配
・
福
祉
有
償
運
送
等
、
様
々
な
主
体
の
連
携
に
よ
る
移
動
手
段
の
確
保

③
-
4

③
-
3

高
齢
者
の
買
い
物
や
通
院
等
に
便
利
な
ダ
イ
ヤ
の
設
定

③
-
2

公
共
交
通
の
空
白
地
や
不
便
な
地
域
で
の
新
た
な
移
動
手
段
の
導
入
や
支
援
及
び
高
齢
者
が
積
極
的
に
外
出
し

た
く
な
る
機
会
の
創
出

①
-
5

交
通
事
業
者
と
連
携
し
た
鉄
道
の
運
行
や
サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
の
維
持
・
改
善

公
共
交
通
間
の
乗
継
や
利
用
環
境
の
改
善

②
-
3

既
存

交
通

と
デ

マ
ン

ド
タ

ク
シ

ー
等

と
の

連
携

行
政
や
沿

線
地
域

と
連
携

し
た

利
用
促
進

バ
ス

・
タ

ク
シ

ー
の

深
刻

な
運

転
者

不
足

公
共

交
通

と
連

携
し

た
高

齢
者

の
外

出
支

援

高
齢

者
へ

の
公

共
交

通
の

利
用

方
法

の
周

知

通
院

や
買

い
物

に
往

復
利

用
で

き
る

ダ
イ

ヤ

観
光

客
向

け
案

内
や

公
共

交
通

情
報

発
信

の
充

実
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3.4 地域公共交通の位置づけと役割 

目指すべき地域公共交通の将来像の実現に向けて、本計画で対象とする公共交通とその役割を

次のように定める。なお本計画は、基幹的な公共交通（JR山陰本線・園福線）を主な対象とする。

このほかの公共交通については、主として各自治体の地域公共交通計画において取り扱うものと

し、本計画では基幹的な公共交通との接続についてのみを対象とする。 

 

     （将来の公共交通体系の骨格イメージ） 
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表 本計画で対象とする公共交通と役割 

役割・位置づけ 公共交通の種類 

基幹的な役割 鉄道 JR山陰本線 園部駅～綾部駅間［E］ 

バス 中京交通 園福線［E］（園部駅東口～桧山）※［60・65］ 

園福線［E］（桧山～下ノ段）※［70・80］ 

京都交通 三和線（福知山市民病院～丹波大身）［71・72］  

拠点間（駅とバ

ス停）を結ぶ 

幹線的な役割 

バス 南丹市営バス 美山園部線［S60］、大野線［W37］ 

京丹波町営バス 丹波和知線［W20］、丹波桧山線［19］ 

桧山和知線［W10］、丹波日吉線［G50］ 

高原下山線［M72］、質美線［M12］ 

支線的な役割 バス あやバス 上林線［1］、於見市野瀬線［2］ 

南丹市営バス 世木線［H14］、胡麻線［G17］ 

志和賀線［H25］、日吉ダム線［H16］ 

京北線［K70・K80］、鶴ヶ岡線［68］ 

福居線［69］、知井線［C1］ 

河内谷線［C4］、知見線［C3］ 

芦生線［C2］、佐々里線［C2］ 

ぐるりんバス 摩気・園部東部線［S33・S34］ 

京丹波町営バス 竹野線［26］、小野鎌谷線［16］ 

猪鼻戸津川線［13］、仏主線［W41］ 

長瀬線［W31］、才原大簾線［W63］ 

上乙見線［W45］ 

個別輸送 スクールバス 計画区域で運行しているスクールバス 

デマンドバス 南丹市デマンドバス 日吉地域デマンドバス 

美山地域デマンドバス 

デマンド 

タクシー 

京丹波町予約型乗合

タクシー 

※和知地区のみ運行 

自家用有償旅

客運送 

計画区域で運行して

いる交通空白地・福

祉有償運送 

 

タクシー 民間タクシー  

※中京交通園福線は、地域公共交通確保維持事業の地域間幹線系統確保維持費国庫補助金及び地域内フィーダー

系統確保維持費国庫補助金対象路線である。 

 

【対象地域における地域公共交通確保維持事業の必要性について】 

〇中京交通の園福線[E]（園部駅東口～桧山）および京都交通の三和線（福知山市民病院～丹波大

身）については、通勤通学、買物、通院等の日常生活行動だけでなく、観光、ビジネス等多様な目

的での移動を担っている。園福線の起終点である園部駅東口及び桧山や三和線の福知山駅前及び菟

原では、鉄道や地域内交通と接続するなど、地域間幹線系統として、公共交通ネットワークを構築

する上で特に重要な役割を担っている。 

〇中京交通の園福線[E]（桧山～菟原、桧山～下ノ段）については、地域拠点である桧山から周辺部

の居住地や福知山高校三和分校等を結ぶ路線であり、地域の移動手段として役割を担っている。ま

た、桧山や菟原では地域間幹線系統への接続により、広域への移動も可能とするなど、地域内フィ

ーダー系統として、幹線を補完する欠かせない路線である。 

両系統とも、自治体や事業者の運営努力だけでは路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事業

により運行を確保・維持する必要がある。 
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4. 課題解決と上位計画実現のための具体的施策 

計画区域における交通課題解決と上位計画の実現に向けた具体的施策を示す。 

 

■基本方針①「地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支

え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする」に関する施策 
 

基本方針① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支

え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

施策 ①－１ 公共交通利用への自発的な転換・定着の促進 関連する基本方針 
 
③ 

 

目的 通勤・通学時や日常生活での公共交通利用への自発的な転換や利用定着を促し、

公共交通利用者の増加を図る。 

取組内容 ■自治体職員に対するモビリティ・マネジメントの実施 

（概要） 

公共交通に対する取組を推進していく立場である自治体職員に対して通勤時及

び休日の公共交通利用のメリットを伝え、公共交通への自発的な行動変容を期待

する取組を年 1 回程度を目標に実施する。この取組を通じて、公共交通での通勤

需要の促進や休日需要の創出を目指す。 

（実施場所） 

・綾部市役所、南丹市役所、京丹波町役場、南丹広域振興局 

 

■中学 3年生・高校 3 年生及び保護者に対するモビリティ・マネジメントの実施 

（概要） 

地域の中学 3年生・高校 3年生及び保護者を対象に、

高校・大学等への進学後に自宅から公共交通を使った

通学を開始・継続してもらうための小冊子や通学時に

利用可能な交通マップ・時刻表を、年 1回程度を目標

に配布することで、公共交通利用を促す。また、保護

者に対してもオープンキャンパス・学校説明会や進学

相談会等で配布することで、通学時の公共交通利用を

促す。 

（実施場所） 

・計画区域内の中学校・高等学校 

 

 

 

 

 

 

［公共交通を使った通学を開始・

継続してもらうための小冊子］ 
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■小中学生に対するモビリティ・マネジメントの実施 

（概要） 

地域の小中学生（小学校・中学校）

を対象に、公共交通をテーマとした総

合学習や社会見学等を年 1 回程度を目

標に企画・実施し、公共交通を身近に

感じていただくとともに、公共交通利

用の意識付けを行う。 

（実施場所） 

・計画区域内の小学校・中学校 

 

■免許返納者・移住者等に対するモビリティ・マネジメントの実施 

（概要） 

計画区域内の住民を対象に、地域の公共交通に関する情報やかしこくクルマを

使っていただくための啓発情報等について、年 1回程度を目標に提供し（主に紙

媒体での提供）、公共交通利用への自発的な行動変容を期待する取組を実施する。 

特に、高齢者の免許返納に向け、自主返納への支援を継続するとともに、返納

に訪れた方に対して、鉄道、バスの乗り方を周知することや、高齢者がよく集ま

る場所（老人クラブ・寄合所等）への公共交通の利用方法等を伝えること等、元

気なうちに公共交通を利用する習慣をつける取組を進める。 

また乗り慣れていない方も安心して利用できるよう、スマートフォンでの時刻・

経路の検索方法、インターネットや券売機でのきっぷの予約・購入方法、ワンマ

ン列車やバスの乗り方といった基本的な公共交通の利用方法を学ぶ機会として

「公共交通利用講習会」を実施する。 

移住者に対しても、市町の窓口等において同様の周知を行う。 

※免許返納者への支援制度の詳細は、施策③-5に記載 

（実施場所） 

・綾部市役所、南丹市役所、京丹波町役場の交通、移住定住担当課窓口等 

 

■乗換ダイヤもわかりやすく掲載した共通デザインの公共交通情報チラシ等冊子

の各戸配布 

（概要） 

地域住民を対象に、各地域から主要な目的地への移動における、乗り継ぎ時間

や到着時刻等の必要な情報をコンパクトにまとめた共通デザインのチラシ等を年

1回程度を目標に各戸配布することで、日常生活での移動（通勤・通学・買物・通

院等）における公共交通利用を促す。 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、福知山市、 

京都府、住民 

 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

［平成 28 年度に実施した小学校での交通学習］ 

（京都府 HP より） 

公共交通情報チラシの各戸配布 

継続 ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実施 継続 

継続 継続 
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基本方針① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支

え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

施策 ①－２ 地域旅客運送サービス継続事業 関連する基本方針 
 

③ 
 

目的 地域住民の生活交通の確保、継続を図るために地域旅客運送サービス継続事業を

実施。 

取組内容 ■園福線の地域旅客運送サービスの継続 

西日本ジェイアールバス㈱が運行する園福線の廃止に伴い、令和６年４月以降

は京都交通㈱と㈲中京交通を運行事業者として、地域旅客運送サービス継続事業

を活用した運行の継続・確保を実施している。 

令和９年度以降の運行については、京都交通㈱及び㈲中京交通を運行予定事業

者として選定。令和９年４月からも引き続き以下のとおり運行する。 

 

＜対象路線の概要＞ 

・運送機関の種類：一般乗合旅客自動車運送事業 

・運行予定事業者：京都交通㈱、㈲中京交通  

・運行区域：福知山市域 → 京都交通㈱ 

      福知山市（三和町）、南丹市、京丹波町域 → ㈲中京交通 

・運賃・路線等は別途作成する地域旅客運送サービス継続実施計画に記載。 

 

 

実施主体 福知山市、南丹市、 

京丹波町、福知山市、 

京都府、民間バス 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 
 

 

 

  

継続 サービスの継続 公募等 
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基本方針① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、関係者が協

働して支え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

施策 ①－３ 地元との意見交換会等による公共交通サービス改善の

継続的な検討 

関連する基本方針 
 
③ 

 

目的 地元住民や関係者と協働し、利用しやすい公共交通サービスへの改善や、公共交

通を支え育む意識の醸成を図る。 

取組内容 ■地元住民や関係者との意見交換会等の実施 

（概要） 

公共交通を次世代に残すために、地元

住民や地域関係者、地元企業等との意見

交換会等を年 1 回程度を目標に開催し、

区域内の公共交通サービス改善や JR 山

陰本線・中京交通園福線の利用促進、施

設や企業の送迎バスへの混乗化等に向け

て継続的な協議を行うことで、自治体や

交通事業者だけでなく、地域住民・関係

者も一緒となって公共交通を支え育むと

いう意識の醸成を図る。 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

■地元高校生と協働した乗って支える運動の実施 

（概要） 

地元高校生と協働して、JR山陰本線・中京交通園福線をはじめとする区域内の

公共交通の利用に係る意見交換や WEB アンケートによる意見聴取及びフィードバ

ック等を年 1回程度を目標に実施することで、地域住民が公共交通を支え育むと

いう意識の醸成を図る。 

 

 

 

 

 

 

（実施場所） 

・計画区域内の高等学校 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、福知山市、 

京都府、民間バス、 

タクシー、住民 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

［地元住民との意見交換会(あやバスモニター)］ 

（綾部市 HP より） 

  

［高校でのグループワークの様子（平成 30年度）］ 

高校生と協働した乗って支える運動 

継続 地元住民や関係者との意見交換会 継続 

継続 継続 
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基本方針① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、関係者が協

働して支え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

施策 ①－４ バス・タクシー運転手の人材確保 関連する基本方針 
 
③ 

 

目的 地域公共交通や地域の移動手段を将来にわたって維持するため、バス・タクシー、

地域主体の移動サービスの運転手の人材確保と定着を推進する。 

取組内容 ■バス・タクシー運転手の人材確保 

（概要） 

バス・タクシーの運転手確保に向けて、京都

府で年に複数回行っている合同企業説明会の実

施情報等の情報提供を各事業者に対して行う。 

また、区域内の各自治体が発行する広報誌に

てバス・タクシー運転手の求人情報を掲載し、

情報発信を行う。 

（実施場所） 

計画区域内 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、福知山市、 

京都府、民間バス、 

タクシー、住民 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

 

  

［京都ジョブパークホームページ］ 

継続 継続 ﾊﾞｽ･ﾀｸｼｰ運転手の人材確保 
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基本方針① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支

え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

施策 ①－５ 交通事業者と連携した鉄道の運行やサービスレベルの

維持・改善 

関連する基本方針 
 

③ 
 

目的 地域住民の生活交通の確保、継続を図るために鉄道の運行やサービスレベルの維

持・改善に向けた活動等を行う。 

取組内容 ■鉄道の運行やサービスレベルの維持・改善 

地域住民の暮らしやおでかけを支える基幹交通である鉄道の運行・サービスレ

ベルを将来にわたり維持・改善するためには、地域全体で利用機会を創出するこ

とが不可欠であることから、利用促進活動の推進や駅と接続しているバスなどの

充実を図り、鉄道利用者を増加させることで、鉄道のサービスレベルの維持を目

指す。 

あわせて、交通事業者と行政との定期的な協議・対話の場を構築し、地域の移

動ニーズに応じた運行内容やサービス改善に向けた密なコミュニケーションを継

続的に実施する。 

（利用促進活動） 

・自治体職員に対するモビリティ・マネジメントの実施【再掲】 

・中学 3年生・高校 3年生及び保護者に対するモビリティ・マネジメントの実

施【再掲】 

・小中学生に対するモビリティ・マネジメントの実施【再掲】 

・免許返納者・移住者等に対するモビリティ・マネジメントの実施【再掲】 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波

町、京都府、JR西日本、

民間バス、タクシー、 

住民 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 
 

 

  

継続 サービスの維持・改善への活動 
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■基本方針②「ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながる

よう、沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者の増加を図る」に関

する施策 
 

基本方針② ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながる

よう、沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者の増加を図る 

施策 ②－１ 区域内をシームレスに移動できる仕組みづくり 関連する基本方針 
 
⑤ 

 

目的 区域内のシームレスな日常生活の移動や観光・交流移動を実現し、公共交通の利

用者の増加を図る。 

取組内容 ■区域内の公共交通等が利用できるフリーチケットの導入 

（概要） 

公共交通を利用して区域内で日常生活の移動や観光・交流移動をするためには、

鉄道や各市町の民間バス等を複数回乗り換えて地域内や市町間を移動する必要が

ある。 

事業者ごとのサブスクリプション型を含むフリーチケットの販売や、観光周遊

向けの路線バスが 1 日乗り放題となる観光周遊向け企画乗車券の期間限定での販

売はあるものの、区域内の公共交通が利用できる広域的なフリーチケットの本格

導入には至っていないため、区域内のシームレスな移

動を可能とし、公共交通利用を促進するため、区域内

の公共交通等が利用できるフリーチケットについて、

過去の取組や利用者ニーズを踏まえ、定期的な販売の

実装に向けて実証販売を行うなど取組を進める。 

（実施場所） 

・計画区域内 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波

町、京都府、JR西日本、

民間バス、タクシー 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

  

継続 
導入に向けた
協議･調整 事例研究・制度設計 
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基本方針② ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながる

よう、沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者の増加を図る 

施策 ②－２ 交通系ICカードシステム等のキャッシュレス化の拡充 関連する基本方針 
 
⑤ 

 

目的 交通系 IC カードシステム等のキャッシュレス化の拡充により利便を向上し、JR

山陰本線の利用者の増加を図る。 

取組内容 ■交通系 ICカードシステム等のキャッシュレス化の拡充 

（概要） 

JR 山陰本線の下山駅～山家駅間では、交通系 IC カードシステムが導入されて

おらず、京阪神方面等の ICOCA エリア内から交通系 IC カードで乗車した場合に

は車内での現金精算が必要となる。 

そのため、交通系 IC カードシステムを下山駅～山家駅間においても利用でき

るようシステムの導入を進めることで、スムーズな運賃支払いを可能とし、運行

への影響の抑制や利用者の利便性向上を目指す。 

またアプリでの購入と画面提示により IC カード利用エリア外でも利用が可能

なモバイル定期券や、スマートフォン上で購入・利用可能な QRチケット等、新た

なキャッシュレス乗車券の導入についても、併せて推進を図る。 

さらに、交通系 IC カードをはじめとするキャッシュレス決済の普及を促進す

る取組として、JR以外の公共交通や行政窓口でのキャッシュレス対応の拡大を進

める。 

（実施場所） 

・JR山陰本線の下山駅～山家駅間 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波町、 

福知山市、京都府、 

JR西日本 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

  

継続 
システム導入・IC カードの普及促進 

に向けた協議･勉強会実施 
継続 
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基本方針② ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながる

よう、沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者の増加を図る 

施策 ②－３ 公共交通間の乗継や利用環境の改善 関連する基本方針 
 
⑤ 

 

目的 公共交通間の乗継利便性を向上し、公共交通の利用者の増加を図る。 

取組内容 ■鉄道や中京交通園福線とバスの乗り継ぎの改善 

（概要） 

駅での鉄道とバス、中京交通園福線主要バス停での園福線とバスの乗り継ぎに

おける待ち時間が長いことが、公共交通の利用につながらない理由の一つと考え

られる 

一方で待ち時間が短く、高齢者や観光客等にとって、乗り継ぎが難しいケース

が生じている。 

乗継拠点となる鉄道駅やバス停において、ニーズを踏まえたダイヤ調整を随時

実施し、鉄道駅やバス停での待ち時間を見直すとともに、待ち時間の短縮が困難

な乗り継ぎに関しては、待合環境の改善を図ることで、地域住民や来訪者の利便

性向上及び公共交通の利用促進を目指す。 

（実施場所） 

・鉄 道 駅：園部駅、日吉駅、胡麻駅、下山駅、和知駅、山家駅 

・バ ス 停：新須知（丹波マーケス）、京丹波町役場、桧山等 

（関係する主なバス路線） 

 ・中 京 交 通：園福線 

 ・あ や バ ス：上林線 

 ・南丹市営バス：美山園部線、京北線、大野線、胡麻線、世木線、志和賀線 

 ・京丹波町営バス：丹波和知線、高原下山線、丹波桧山線、竹野線、質美線、

小野鎌谷線、桧山和知線、仏主線、長瀬線、上乙見線、 

丹波日吉線、猪鼻戸津川線、才原大簾線 

 

■中京交通園福線と町営バスの乗継割引 

（概要） 

基幹的な公共交通と支線公共交通との連携強化・利用促進に向けて、中京交通

園福線と町営バスの乗継割引を実施する。 

 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、福知山市、 

JR西日本、民間バス 

 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

  

継続 
鉄道や園福線とバスの乗り継ぎの改善 

（随時） 継続 

調整等 
乗継割引の 

実施 継続 
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■基本方針③「自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す」に関する施策 
 

基本方針③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

施策 ③－１ 広域的な通勤・通学に利用できる移動手段の導入 関連する基本方針 
 
② 

 

目的 通勤・通学の利便を向上し、自家用車に頼らない移動を実現する。 

取組内容 ■利用実態やニーズに応じた基幹的交通の利便性の向上 

（概要） 

JR 山陰本線の園部～綾部間は、園部駅以南と比較して運行本数が少なく、また

単線であるために行き違い待ち等による長時間の停車があり、京都方面との通勤・

通学の移動が不便な状況となっている。 

中京交通園福線（園部駅～桧山）は、学校や勤め先からの帰宅時間帯にあたる

15 時台や 17 時台に運行間隔が空いており、通勤・通学や日常生活の帰宅で不便

な状況となっている。また京都方面等への遠距離通勤・通学からの帰宅利用が難

しくなっている。 

今後は、利用実態やニーズを踏まえ、市町のコミュニティバスによる補完や沿

線に立地する施設・企業の送迎バス等の輸送資源の活用も念頭に、園福線の夕時

間帯（15・17時台）や夜間時間帯の増便等を行うことで、地域住民の通勤・通学

と地域外から計画区域への通勤・通学双方の利便性向上を図る。 

（実施場所） 

・計画区域内の駅 

・中京交通園福線 

 

■家族等の送迎に頼らず帰宅できる公共交通サービスの導入 

（概要） 

3 市町(綾部市、南丹市、京丹波町)及び周辺地域の学校へ通う高校生は、帰宅

時間帯において、主要な駅やバス停からの路線バスの運行本数が少ないため、家

族等による送迎に頼る場合が多く、家族への負担が大きい。 

高校生の帰宅時の利便性確保に向け、家族等の送迎に頼らずに主要駅等から帰

宅できる移動手段（予約型乗合タクシー等）の確保に向けた取組を進める。 

（実施場所） 

・南丹市、京丹波町 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、京都府、 

JR西日本、タクシー 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

  

導入に向けた協議・
調整 

利便性向上や帰宅 

時間帯交通の事例 

研究・制度設計 

 

継続 
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基本方針③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

施策 ③－２ 高齢者の買い物や通院等に便利なダイヤの設定 関連する基本方針 
 
② 

 

目的 バスの運行内容を見直すことで、運転できない高齢者の移動手段を確保する。 

取組内容 ■主な商業施設や医療機関等を経由するバス路線への見直し 

（概要） 

免許返納等により自家用車を自由に利用できない高齢者等も、安心して買い物

や通院等ができるように、3 市町(綾部市、南丹市、京丹波町)のコミュニティバ

ス（あやバス、南丹市営バス、ぐるりんバス、京丹波町営バス）について、主な

商業施設（マツモト綾部店前、バザール園部店前等）や医療機関等の周辺へのバ

ス停位置の移動や、これらの施設を経由するバスルートへの変更を検討する。 

また 

（実施場所） 

・計画区域内の主な商業施設や医療機関 

（関係する主なバス路線）※ 

 ・あ や バ ス：上林線 

 ・南丹市営バス：美山園部線 

 ・ぐるりんバス：摩気・園部東部線 

 

■主な商業施設や医療機関等から午後早くまでに帰宅できるダイヤへの見直し 

（概要） 

高齢者が自家用車に頼らなくても、公共交通を利用して主な商業施設や医療機

関等まで午後の早い時間までに往復できるようにするために、JR山陰本線と駅か

ら商業施設や医療機関を結ぶバスの接続改善も含めた、コミュニティバス等の運

行ダイヤの見直しを随時行う。 

また京丹波町営バス丹波日吉線において南丹市内の市営バス各停留所で乗降を

取り扱う等、既存の輸送力を活用した利便性向上についても検討する。 

（実施場所） 

・計画区域内 

（関係する主なバス路線）※ 

 ・中 京 交 通：園福線 

 ・南丹市営バス：美山園部線、大野線、胡麻線、世木線、志和賀線 

 ・京丹波町営バス：丹波日吉線、丹波桧山線、丹波和知線、高原下山線、 

竹野線、質美線、桧山和知線、小野鎌谷線、猪鼻戸津川線、 

長瀬線、仏主線、才原大簾線、才原線、上乙見線 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、福知山市、 

民間バス、企業・施設等 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

対象施設との調整・実施 

継続 ダイヤの見直し（随時） 継続 
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基本方針③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

施策 ③－３ 公共交通の空白地や不便な地域での新たな移動手段の

導入や支援及び高齢者が積極的に外出したくなる機会の創出 

関連する基本方針 

－ 

目的 公共交通の空白地や不便地域に住む高齢者の移動手段を確保するとともに、週末

のサロン活動や朝市活動等への外出機会を創出し、公共交通の利用促進を図る。 

取組内容 ■地域の実情に応じた移動手段の確保・維持の支援 

（概要） 

公共交通の空白地や不便地域において、自家用車を持っていない高齢者や運転

できない高齢者の移動手段を確保し、安心して買い物・通院や、週末のサロン活

動や朝市活動場所へ行くことができるように、地域の実情に応じた新たな移動手

段（デマンドタクシーや自家用有償旅客運送、コミュニティ・カーシェアリング

等）の導入や維持への支援を実施する。 

京丹波町竹野地区におけるコミュニティ・カーシェアリングのような地域住民

同士で支え合いながら実施するボランティアによる輸送、綾部市の口上林、奥上

林、山家地区で行われている地域団体が主体となった交通空白地有償運送等の、

新たな移動手段を確保するための地域主体の取組を支援する。 

また新たな移動手段についても、鉄道や幹線バス路線などの既存の公共交通と

の連携を図る。 

 

■自治体間で連携した移動手段の確保 

（概要） 

2 市 1 町の境界部や公共交通空白地帯において、自家用有償旅客運送（公共ラ

イドシェア）の運行主体や予約・配車システム、運行管理（遠隔点呼等）を共同

化する。既存公共交通の空白時間帯等にお

いて、行政区域を越えた移動を可能にして

住民の日常生活・通院の利便性を高めると

ともに、システムの共通導入や共通運行管

理により開発・運営コストの削減を図る。 

 

 

 

 

（実施場所） 

・綾部市東部地域、京丹波町等 

実施主体 綾部市、京丹波町、 

京都府、タクシー、 

住民 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

  

［京丹波町竹野地区でのコミュニティ・カーシェリング］ 

（竹野活性化委員会 HP より） 

導入支援 
導入協議・調整 
実証実験 継続 継続 
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基本方針③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

施策 ③－４ 郵便・宅配・福祉有償運送等、様々な主体の連携によ

る移動手段の確保 

関連する基本方針 

－ 

目的 様々な主体と連携し、買い物代行や輸送サービス等を実施することで、移動手段

の確保を図る。 

取組内容 ■買い物代行・輸送サービス等の実施 

（概要） 

人口減少や高齢化が進む地域においては、公共交通の維持や高齢者の外出支援

が課題となっており、高齢者が自家用車に頼らなくても安全安心に買い物等がで

きる仕組みづくりが必要となってきている。 

公共交通の空白地や不便地域における地域住民の移動手段の確保や買い物支援

の観点から、郵便・宅配・福祉有償運送等の様々な主体が連携し、タクシーやバ

ス等による買い物代行や輸送サービス等を総合化する仕組みづくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

■送迎を行っている施設や企業等との連携 

（概要） 

計画区域内では、施設や企業による既存の公共交通に並行する区間での送迎が

行われている。こうした施設や企業と連携し、既存公共交通の空白時間帯に運行

する送迎車両への混乗による輸送力の拡充や、企業送迎から路線バスへの転換に

よる施設・企業の費用削減と公共交通利用者数の増加を図る取組を推進する。 

 

（実施場所） 

・計画区域内 

実施主体 綾部市、南丹市、 

京丹波町、京都府、 

民間バス、タクシー、 

企業・施設等 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

  

＜買い物代行・輸送サービス例＞ 

・美山町鶴ヶ岡振興会と（有）タナ 

センによる買い物代行・住民移送 

サービス 

 ・わちスマイル便運営委員会と地元 

商店による宅配サービス「わちス 

マイル便」 

  

［ムラの駅 たなせん］ 

事例研究・制度設計 
導入調整 
実証実験 

継続 

候補施設や企業等 
との協議・調整 

導入調整 

実証実験 
継続 
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基本方針③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

施策 ③－５ 子育て世代や高校生・大学生、免許返納者に対する公

共交通利用支援 

関連する基本方針 

－ 

目的 子育て世代や免許返納者の公共交通利用を支援し、外出促進を図る。 

取組内容 ■妊娠中や育児中の方を対象とした子育てタクシーの導入と運賃支援 

（概要） 

妊娠中や育児中の方が、自動車に頼らな

くても普段の買い物や通院といった外出や

陣痛時の送迎にも安全安心に利用できる子

育てタクシーの導入に向けた取組を進め

る。 

また、妊娠中や育児中の方の公共交通利用を支援するために、妊娠中や育児中

の方を対象としたバスやタクシーの運賃施策を研究する。 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

■高校生・大学生等を対象とした通学運賃補助制度の継続・拡充及び周知 

（概要） 

京都市内や大阪方面への高校や大学等へ通学する場合、移動時間や運賃の関係

で計画区域からでは通学困難となり、地域から転居するケースもみられる。その

ため、計画区域内に居住を続け通学ができるよう、現行の補助制度等の継続およ

び拡充等の検討を行うとともに、学校説明会や進学相談会等における制度の周知

を図る。 

 

 

 

 

 

 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

■高校生・大学生等の休日利用につながる定期券または回数券制度等の導入 

（概要） 

高校生や大学生等に対する休日も含めた公共交通の利用促進を図るため、部活

動や休日の外出など通学以外の場面での利用ニーズに応じた、学生向けの定期券

または回数券制度等の導入を検討する。 

（実施場所） 

・計画区域内 

＜綾部市の大学生等への通学費補助＞ 

・綾部市鉄道利用通学費補助金：市内在住の大学生等への市外通学

費補助 ※定期購入代金の 3割を補助（上限額１人年間 5万円） 

＜京丹波町の須知高校生への町営バス通学費補助＞ 

・京丹波町町営バス利用促進助成金：須知高校生の町営バス通学定

期補助 ※町営バス通学定期券購入代金の 2分の 1を補助 

［子育てタクシー（都タクシーHP より）］ 
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■免許返納後の公共交通利用の支援制度の継続・拡充 

（概要） 

運転免許返納後の高齢者が、安心して買物や通院等で移動することができるよ

うに、現行の支援制度等を継続するとともに、拡充等の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施場所） 

・綾部市役所、南丹市役所、京丹波町役場の交通担当課窓口等 

 

■主な移動先のダイヤ情報等を記載したマイ時刻表の作成 

（概要） 

今まで自分で運転して移動していた高齢者が、免許返納後に公共交通利用へと

スムーズに転換できるように、主な移動先のダイヤ情報等を記載した専用のマイ

時刻表を作成する。 

（実施場所） 

・綾部市役所、南丹市役所、京丹波町役場の交通担当課窓口等 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波町、

京都府、JR西日本、 

民間バス、タクシー、 

企業・施設等 

実施時期 

（年度） 

～R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9～ 

 

 

 

 

 

 

＜綾部市の高齢者自主返納への支援＞ 

・あやバス回数乗車券 3,000 円分を交付（65歳未満） 

・あやバス健康長寿定期券 1 月分（3,000 円相当）又は回数乗車券

3,000円分を交付（65歳以上） 

＜南丹市の高齢者自主返納への支援＞ 

・バス・タクシーで利用できる『バス・タクシー共通利用券』を 

1 万円分交付（70歳以上） 

＜京丹波町の高齢者自主返納への支援＞ 

・路線バス利用券（町営バス全路線、JRバス園福線）を 1万円分交

付（65歳以上） 

＜タクシー利用時の料金割引＞ 

・京都タクシー及び新京都タクシー(ヒラノタクシー)では、免許返

納した 65 歳以上の方を対象に運転経歴証明書等の提示によりタ

クシー料金の 1割引を実施（何度でも適用可能） 

＜協賛店による支援＞ 

・宅配スーパーの配達料無料等、府内協賛店において自主返納され

た方に対する支援を実施 

導入調整・研修 事例研究・制度設計 

 
運賃補助制度継続・拡充検討 

免許返納支援継続・拡充検討 

継続 

継続 

継続 

継続 

マイ時刻表作成 継続 継続 

子育て 

タクシー 
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■基本方針④「鉄道駅・主要バス停の乗継利便性や待合快適性を高め、安心感があり立ち寄りた

くなる拠点へと変え、地域内外の交流を促進する」に関する施策 
 

基本方針④ 鉄道駅・主要バス停の乗継利便性や待合快適性を高め、安心感があり立ち寄りた

くなる拠点へと変え、地域内外の交流を促進する 

施策 ④－１ 子どもと一緒でも安心して利用できる拠点の整備 関連する基本方針 
 
② 

 

目的 子どもと一緒でも安心して利用できる拠点を実現する。 

取組内容 ■安全安心な待合空間づくり 

（概要） 

子どもと一緒の利用者や女性にとって安心感があり立ち寄りたくなる駅を実現

するために、待合室等の照明整備、洋式トイレや授乳室、おむつ交換台等の設置、

定期的な美化清掃、防犯対策等を実施することで、安全安心に過ごすことができ

る待合空間の創出を目指す。 

駅・バス停周辺の環境整備（照明整備、美化清掃等）については、地元と協力

し実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施場所） 

・日吉駅等の計画区域内の駅、主要バス停 

 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波

町、京都府、JR西日本、

民間バス、住民 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

  

［おむつ交換台］ 

関係機関調整・実施 
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基本方針④ 鉄道駅・主要バス停の乗継利便性や待合快適性を高め、安心感があり立ち寄りた

くなる拠点へと変え、地域内外の交流を促進する 

施策 ④－２ 快適に待つことができる駅周辺の整備 関連する基本方針 
 
② 

 

目的 駅周辺にぎわいづくり推進事業を推進し、快適な待合環境の実現を図る。 

取組内容 ■駅周辺にぎわいづくり推進事業の推進 

（概要） 

地域内外の交流促進を図るために、駅周辺のにぎわいづくりを推進し、待合空

間の快適性を高め、誰もが立ち寄りたくなるような安心感のある駅の実現を目指

す。 

高校生に対しては、電車やバスの待ち時間に宿題や自主学習に取組むことがで

きるように、待合室等に机と椅子を設置した学習スペースの整備に取組む。 

高齢者に対しては、上屋やベンチの整備・拡充を実施することで快適な乗継環

境の実現を図るとともに、日常的に高齢者が集まり憩うことができるようなカフ

ェやサロンの整備・拡充に取組む。公共交通利用者に対する待合施設での飲食料

金等の割引についても検討する。 

鉄道駅まで自家用車でアクセスする場合にも、園部駅ではなく最寄り駅を利用

しやすいよう、また自家用車利用者も含めて日常生活において気軽に立ち寄れる

駅となるよう、一時駐車場や送迎スペースのサービス拡充や案内強化を検討する。 

また長時間待つことになった場合でも快適に過ごせるよう、Wi-Fi 整備やトイ

レのリニューアルを推進する。 

 

■電車待ちやバス待ちの快適性向上に資する情報発信 

（概要） 

上記の快適な待合環境の整備状況や利用方法について情報発信を行うことで、

乗り継ぎに対する負担感を軽減させ、公共交通の利用につなげる。 

また遅延等が生じた場合でも安心して電車やバスを待つことができるよう、現

在位置等が配信されている交通事業者の運行情報サイト（JRの「列車走行位置サ

ービス」や「園福線 バス予報」）について、利用者へのさらなる周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

（実施場所） 

・JR山陰本線の日吉駅等 

実施主体 南丹市、京丹波町、 

京都府、JR西日本 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

［山家駅 山家ふれあいの駅］ ［日吉駅 交流スペース］ ［和知駅 喫茶山ゆり］ 

関係機関調整・改修 
利用 

促進 
 

継続 
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■基本方針⑤「案内強化や MaaS等によって公共交通を分かりやすくし、一体化を進めることで

使いやすさを向上させ、特に観光での移動を便利で快適にする」に関する施策 
 

基本方針⑤ 案内強化や MaaS 等によって公共交通を分かりやすくし、一体化を進めることで

使いやすさを向上させ、特に観光での移動を便利で快適にする 

施策 ⑤－１ 体系的な観光情報・公共交通情報の提供 関連する基本方針 

－ 

目的 来訪者に対する案内・情報の利便向上により、公共交通の利用者や交流人口の増

加を図る。 

取組内容 ■地域公共交通に関するポータルサイトの充実や総合時刻表・交通マップの作成 

（概要） 

JR 山陰本線及び計画区域内の全てのバスの時刻表等を掲載したポータルサイ

トの充実及び総合時刻表・交通マップを作成、それらの情報について MaaSアプリ

等に掲載する。総合時刻表には、交通機関それぞれの時刻だけでなく、鉄道駅及

びバス結節点における乗継情報、タクシー情報、パークアンドライド情報、区域

内の公共施設や集客・観光施設への公共交通を利用した行き方の情報等を掲載す

る。交通マップには、交通機関の路線図と、駅名・停留所名及び系統番号等を掲

載する。 

作成する総合時刻表は、ポータルサイト上で公開し、観光客が移動中でもタブ

レットやスマートフォンから閲覧できるようにする。また、電子媒体だけではな

く紙媒体でも発行し、計画区域内の住民に配布する。 

作成する交通マップは、ポータルサイトや各市町のホームページ上で公開し、

交通機関の運行改正に合わせて随時更新を実施する。 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

■乗り換え検索サイトに対応した情報発信 

（概要） 

地域外からの来訪者の多くは、日常的に利用している乗り換え検索サイトや地

図アプリ等を利用してアクセス方法を確認すると想定されるが、一部の検索サイ

トについては未対応の路線が計画区域内に残存している。 

交通データの標準フォーマットである GTFS 形式等での公共交通情報の発信を

継続・拡大することで、特に観光での公共交通の活用を促進する。 

（実施場所） 

・計画区域内 
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■駅・バス停での観光案内・乗換案内の充実 

（概要） 

鉄道駅・地域の拠点・バス車内等において案内している公共交通や観光地等の

情報について、地域にとって最適と考える情報案内方法（情報の種類や外国語対

応等）を検討する。 

来訪者が公共交通を使って無理なく目的地まで移動できるよう、情報案内を地

域内の鉄道駅、地域の拠点、バス車内等で整備し、公共交通を使った観光移動の

利便性向上を目指す。また、駅における鉄道の利用案内、バスやデマンド交通、

タクシーへの乗換案内についても案内内容の統一や掲出位置の見直し等、充実を

図る。 

（実施場所） 

・計画区域内の鉄道駅・主要バス停  

 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波

町、福知山市、京都府、JR

西日本、民間バス、タク

シー、森の京都 DMO、企

業・施設等 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

  

時刻表等作成 

駅案内板の改善・充実 

HP 公開・配布 

 
継続 

継続 

継続 
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基本方針⑤ 案内強化や MaaS 等によって公共交通を分かりやすくし、一体化を進めることで

使いやすさを向上させ、特に観光での移動を便利で快適にする 

施策 ⑤－２ 訪日外国人向けの多言語表記化 関連する基本方針 

－ 

目的 訪日外国人向けに案内や情報を多言語表記化し、公共交通の利用者や交流人口の

増加を図る。 

取組内容 ■外国人観光客向け情報冊子作成 

（概要） 

外国人観光客の更なる誘客や円滑な移

動の確保等に向け、計画区域にとどまら

ず「森の京都」エリア等で一体となって、

外国語版ホームページや時刻表の作成な

ど、公共交通情報や観光案内の多言語化

を推進する。 

（実施場所） 

・計画区域内 

 

■駅から出発する交通手段や周辺の観光案内の多言語表記化 

（概要） 

訪日外国人を更に誘客し、地域内や地域間の観光・交流促進を図るために、計

画区域内外の駅やバス停等の施設や拠点において、訪日外国人向けに公共交通情

報や周辺地域の観光案内（デジタルサイネージ等）の多言語化を実施する。 

（実施場所） 

・計画区域内の駅、バス停及び京都駅等 

実施主体 綾部市、南丹市、京丹波

町、京都府、JR 西日本、

民間バス、タクシー、森の

京都 DMO、企業・施設等 

実施時期 

（年度） 

～R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 

 

  

［英語版の美山観光マップ］ 

（南丹市美山観光まちづくり協会 HP より） 

多言語表記化 

継続 情報冊子の作成 継続 

継続 継続 

配布の継続 
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5. KPI・目標値の設定 

5.1 数値目標の設定 

前章で定めた施策の達成状況を評価するため、各施策に対応した評価指標及び目標値を、次の

ように設定する。 

 

基本方針① 地域公共交通の重要性に関する認識をあらゆる主体・地域で共有し、協働して支

え育む活動を活発化することで、地域公共交通システムを持続可能とする 

評価指標 
現況値 

(R6年) 

目標値 

(R13年) 

JR山陰本線（園部～綾部）の年間利用者数（人） 406.6 364.0 

利用者あたりの 

公的資金投入額 

（円/人） 

中京交通 園福線（園部駅東口～桧山）※ 781.6 951.4 

中京交通 園福線（桧山～下ノ段）※ 2463.4 2918.6 

京都交通三和線（福知山市民病院～丹波大身）※ 377.9 検討中 

あやバス 1000.6 1038.9 

南丹市営バス 1761.5 1896.2 

ぐるりんバス 1958.6 2089.2 

京丹波町営バス 1427.7 1671.5 

バス路線の 

収支率（％） 

中京交通 園福線（園部駅東口～桧山）※ 23.6% 20.3% 

中京交通 園福線（桧山～下ノ段）※ 10.2% 8.8% 

京都交通三和線（福知山市民病院～丹波大身）※ 53.9% 検討中 

（参考） 

年間利用者数 

（人） 

中京交通 園福線（園部駅東口～桧山）※ 66,052 56,652 

中京交通 園福線（桧山～下ノ段）※ 8,718 7,477 

京都交通三和線（福知山市民病院～丹波大身）※ 27,930 検討中 

※中京交通園福線および京都交通三和線は、地域間幹線系統確保維持費国庫補助金及び地域内フ

ィーダー系統確保維持費国庫補助金対象路線である。 

※中京交通園福線および京都交通三和線の利用者数の現況値は、令和 6年 4月～9月の値を 2倍

している。 
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基本方針② ＪＲ山陰本線（園部～綾部）の複線化を視野に、列車運行頻度の増加につながる

よう、沿線全体の公共交通サービスの改善と相互連携の強化により利用者の増加

を図る 

評価指標 
現況値 

（R8年） 

目標値 

（R13年） 

人口あたりの年間公共交通利用者数 34.8 34.8 

鉄道とバス路線との接続便数 

（一定時間以内に乗り継げる割合）（％） 

平日 61% 検討中 

土曜 73% 検討中 

休日 72% 検討中 

中京交通園福線と他のバス路線との 

接続便数 

（一定時間以内に乗り継げる割合）（％） 

平日 50% 検討中 

土曜 40% 検討中 

休日 - 検討中 

※人口当たりの年間公共交通利用者数の現況値は R6 年の値。 

 

基本方針③ 自家用車に頼らなくても「おでかけ」したくなる、「健幸」に暮らせ、若者も魅力

を感じる地域を目指す 

評価指標 
現況値 

（R6年） 

目標値 

（R13年） 

人口あたりの年間鉄道定期利用者数 29.7 29.7 

年間園福線（中京交通）通学定期利用者数 調査中 検討中 

高校生・大学生への通学費補助実施数 調査中 検討中 

 

基本方針④ 鉄道駅・主要バス停の乗継利便性や待合快適性を高め、安心感があり立ち寄りた

くなる拠点へと変え、地域内外の交流を促進する 

評価指標 
現況値 

（R6年） 

目標値 

（R13年） 

新たに待合快適性（照明・ネット環境・電源・テーブル等）が 

向上した鉄道駅・バス停の数 
0 検討中 

 

基本方針⑤ 案内強化やMaaS等によって公共交通を分かりやすくし、一体化を進めることで使い

やすさを向上させ、特に観光での移動を便利で快適にする 

評価指標 
現況値 

(R7年) 

目標値 

（R13年） 

3市町(綾部市、南丹市、京丹波町)の年間観光入込客数（千人） 7,297 8,226 
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6. 計画実施のための推進体制 

6.1 評価の基本的な考え方 

各施策は、前章で定めたそれぞれの実施主体が主体となって実行し、JR山陰本線（園部～綾

部）沿線地域公共交通活性化協議会が進行管理をする。 

施策の実行にあたっては、Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実施）、Ｃｈｅｃｋ（検証・評価）、Ａ

ｃｔｉｏｎ（改善・見直し）のＰＤＣＡサイクルの進行管理に基づき、施策の実施状況を毎年

確認しつつ、目標値の達成状況を検証・評価し、社会情勢の変化等もふまえて、必要に応じて

計画の見直しを行う。 

 

6.2 推進体制 

本計画は、JR山陰本線の園部駅～綾部駅間の沿線を対象とし、綾部市、南丹市、京丹波町、

福知山市の 4市町にまたがった計画である。目標の実現、施策の継続的な実施に向けては、施

策実施を単一の自治体のみで実施するのではなく、4市町の関係者及び区域の交通事業者、住

民等、様々な関係者が連携し、総合的な取組として進めることが必要になる。 

そのため、自治体、交通事業者、道路管理者、警察、住民、企業等が一体となって、継続的

に協議・調整できる体制づくりを構築する。 

計画の評価、検証、見直し等は、JR 山陰本線(園部～綾部)沿線地域公共交通活性化協議会

が主体となって実行する。 

また、各市町地域公共交通会議及び京都府生活交通対策地域協議会で協議した事業の実施状

況や評価等を国及び本協議会でも共有・報告し、その結果を本計画の評価、検証、見直し等に

反映する。 
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＜今後のスケジュール＞ 

○令和 9年度 

～令和 13年度 1～3月：当計画に基づく具体的施策・目標達成状況等進捗状況の報告 

 

 

 

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1

※ 各市町地域公共交通会議及び京都府生活交通対策地域協議会開催後の本協議会において協議事項等を報告する。

4
市
町

各市町地域公共交通会議

バ
ス
事
業
者

京都府生活交通対策地域
協議会

本
協
議
会

計画策定（Plan）

事業実施（Do）

事業評価（Check）

計画・事業の見直し
・改善（Action）

園福線地域旅客運送サー
ビス継続事業

JR山陰本線(園部～綾部)
沿線地域公共交通活性化
協議会

R9年度
（2027）

R10年度
（2028）

R11年度
（2029）

R12年度
（2030）

R13年度
（2031）

次年度事業検討

事業実施

Ｒ９年度事業

評価・検証

事業見直し

計画見直し

事業実施 事業実施 事業実施 事業実施

協議会に

報告 ※

(事業計画)

協議会に

報告 ※

(事業評価)

協議会に

報告 ※

(事業計画)

協議会に

報告 ※

(事業評価)

協議会に

報告 ※

(事業計画)

協議会に

報告 ※

(事業評価)

協議会に

報告 ※

(事業計画)

協議会に

報告 ※

(事業評価)

協議会に

報告 ※

(事業計画)

協議会に

報告 ※

(事業評価)

次年度事業検討 次年度事業検討

Ｒ10年度事業

評価・検証

Ｒ11年度事業

評価・検証

Ｒ12年度事業

評価・検証

事業見直し 事業見直し 事業見直し

次年度事業検討



京都府住生活基本計画及び京都府賃貸住宅供給促進計画の改定について 

 

令 和 ８ 年 1 0 月  

建 設 交 通 部  

１ 趣 旨 

京都府住生活基本計画（以下、「本計画」と略す）については、住生活基本法に基づ

き、国の全国計画に即して平成 19年３月に当初計画を策定し、以降概ね５年毎に改定し

てきた。 

この度、新しい住宅関係統計データが公表され、令和８年３月に国が住生活基本計画

（全国計画）を見直したことから、本計画についても、京都府の住宅を取り巻く社会情

勢の変化等を踏まえ、必要な改定を行うもの。 
 

２ 改定の概要 

（１）計画期間  令和８年度～令和 17年度（10年間を見通し、5年を目途に改定） 

（２）計画内容 

  ○住宅施策の方針と重点目標、基本的な施策 

  ○公営住宅の供給目標量、住宅及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域 等 

（３）見直しにあたっての課題認識と施策の方向性 

  ○少子高齢化の進行、単身高齢者世帯の増加、社会情勢等の不確実性 

・子育てに優しい社会を支える住宅・住環境の確保に関する支援 

   ・高齢者が暮らしやすい住宅・住環境の確保に関する支援 

   ・柔軟で重層的な住宅セーフティネットの構築、促進、強化 

  ○空き家の増加、高経年マンションの増加 

   ・空き家の予防、管理、活用等による対策の推進 

   ・マンションの適正な管理や老朽化マンションの再生等の促進 

  ○脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題、頻発・激甚化する災害 

   ・住宅における省エネルギー化、長寿命化、耐震化等の促進      等 
 

３ 今後のスケジュール（予定） 

令和８年 ９月 定例会 概要報告 

１２月 定例会 中間案報告 

その後 パブリックコメントの実施 

令和９年 ２月 定例会 最終案報告、国土交通大臣協議（公営住宅の供給目標量） 
 

４ 住宅審議会の委員構成 

学識経験者 11名、報道機関、弁護士、消費者団体、不動産鑑定士、高齢者福祉、住宅

金融支援機構、都市再生機構、市長会、町村会 （計 20名） 
 

５ その他 

本計画と関連の深い「京都府賃貸住宅供給促進計画」についても、「住宅確保要配慮

者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」が改正されたことから住宅審議会に諮

問し、併せて改定予定 

 

 



【参考】 

[現行の京都府住生活基本計画の概要] 

○ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[現行の京都府賃貸住宅供給促進計画の概要] 

○ 目標の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和６年法改正等に伴う改定事項 

・居住サポート住宅に関する事項の追加（基準の強化又は緩和が可能、供給目標量） 

・「賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者に対する日常生活を営むために必要な援助 

その他の福祉サービスの提供体制の確保に関する事項」の追加 

・住宅確保要配慮者の追加、法令に定める者以外の住宅確保要配慮者の追加 等 

 



特定利用空港・港湾について 

 

令和８年 10 月  

建 設 交 通 部  

 

 

１．特定利用港湾とは 

・自衛隊・海上保安庁が平素から円滑に港湾を利用できるよう、港湾管理者との間で

「円滑な利用に関する枠組み」を設けた港湾 

 

２．港湾利用に関する国からの主な回答 

・自衛隊・海上保安庁が優先利用することはなく、港湾法等の既存の法令に基づき調

整が行われる。 

・最終的な港湾の利用の可否の判断は、港湾管理者が行う。 

・特定利用港湾の枠組みが設けられた後も、自衛隊・海上保安庁による平素の利用に

大きな変化はない。 

等 

３．今後の対応 

・国からの回答の内容に加え、関係者の御意見を伺いながら、京都舞鶴港を特定利用

港湾の対象とすることの適否については、港湾管理者として総合的に判断する。 



府民利用施設のあり方検証結果報告について 

 

令和８年 10 月  

総  務  部 

建設交通部  

 

 府民利用施設のあり方について、外部有識者からなる「府民サービス等改革検討委員会」

において意見を聴取するとともに、下記のとおり検証結果をとりまとめましたので、御報

告いたします。 

 

記 

 

１ 趣 旨 

社会経済情勢が変化する中、これまで以上に府民満足を高め、多様で質の高い、利用

者により魅力あるサービスを提供していくために、府民利用施設のあり方について今日

的な検証を行うもの 

 

２ 対象施設 

令和８年度に指定管理者等の選定替えを行う施設 17施設 

 

 

３ 検証結果の概要（うち建設交通部所管６施設） 

区分 施設数 施設名 

見直し ‐ 該当なし 

要改善 ２ 丹波自然運動公園、府民スポーツ広場 

継続 ４ 
伏見港公園、関西文化学術研究都市記念公園、 

木津川運動公園、洛西浄化センター公園 

 

⇒ 各施設の検証結果は、１～10頁のとおり 

 

 

＜参考＞ 府民サービス等改革検討委員会 委員名簿 

氏  名 職    業    等 

石原 俊彦 関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科 教授  ※委員長 

泉 真吾 ㈱京都銀行 法人総合コンサルティング部 地域創生推進室 室長 

辻本 尚子 ㈱みやこ不動産鑑定所 代表取締役 

鳥居 聡 ㈱スターナビゲーション・アソシエイツ 代表取締役 

山本 晶子 武庫川女子大学 基盤教育センター 教授 

（五十音順、敬称略） 
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府民利用施設のあり方検証結果 

 
１ 改善が必要な施設（２施設） 
 
●丹波自然運動公園 

前回検証結果  継 続  
・京都府中部地域の活性化に向け、近隣施設や各種施策と連携し、
より広域的な利活用を図ること。 

・誘客につながるソフトプログラムなど民間活力の導入を検討する
こと。 

対応・改善策実
施状況、取組の
成果 

○広域的な利活用 
・令和４年度から、菊花展や「ちびっこまつり」等における地域の
魅力発信や、マルシェイベントにおける地域食材の使用に重点を
置くとともに、SNS を活用した公園の魅力発信にも注力し、京阪
神地域など広域からの来園者増加に向けた取組を強化。 

・園内のトレーニングセンターは、国のハイパフォーマンスセンタ
ーの連携機関及び日本パラリンピックの協力機関として指定され
ているが、令和４年度から関西経済連合会によるトップアスリー
ト事業の中核を担い、令和５年度からは府が受託したスポーツ庁
事業「地域におけるスポーツ医・科学サポート体制構築事業」に
おいて中心的役割を担うなど、京都や関西のみならず関西広域の

アスリート育成やスポーツ強化の中心的機関としての役割を高め、
広域的な利用を誘引し、他の公園施設の利活用も促進。 

○民間活力を導入した新たな取組 
・誘客を図る親子向けイベントとして、令和５年度から「キッズ×
スポーツ」をテーマとしたアクティビティーやキッチンカーイベ
ント、「大人も子供もみんなで楽しむ」をテーマとしたワークシ
ョップやマルシェイベント等を民間事業者と連携して開催。 

・公園機能の新たな利活用として、令和７年度から KDDI 社×京都
サンガ FC×京都府の「遠隔サッカー教室事業」に協力し、令和８
年４月から第２期の実証事業を実施予定。 

・プロバスケットボールチーム京都ハンナリーズと連携した今後の

新規事業や、運動施設の新たな利活用としてキャリアボンド社と
連携した「赤外線サバイバルゲーム」の検討を令和７年度から開
始。 

・本公園の更なる利活用に向けて、令和６年度から山城総合運動公
園の指定管理者の代表企業である（公財）京都府公園公社と、令
和７年度から総合型スポーツクラブである（一社）福知山ユナイ
テッドと、意見や情報交換を実施。 

なお残る課題・
問題点 

◆公園施設全体の老朽化が進行し、今後維持修繕費や基幹施設の改
築更新費は増加の見込み。 

◆大規模施設の老朽化及び陳腐化が進み、魅力ある空間利用が不十

分で、利用者サービスが低下。 
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府民サービス等

改革検討委員会
による改善意見
等 

□民間活力の導入や観光資源の組み合わせで宿泊施設への利用を促

せないか。 
□近隣施設との連携を進め、地域内での価値向上に期待。 
□施設自体は充実しているが、ソフト面のコンテンツの魅力が劣っ
ているため、戦略を考える必要がある。 

□府民サービスの低下が生じないよう留意しながら、現実的な経営
目標を設定し、赤字の解消を図るべき。 

京都府の検証結
果及び対応方向 

 要 改 善  

＜改善方策＞ 

◎宿泊施設の利用に繋がる取組等、魅力あるコンテンツを導入し、

価値向上を推進すること。 

＜今後の対応＞ 
○近隣施設との連携を強化し、合宿目的以外の宿泊需要の獲得によ
り、宿泊施設利用者の増加を図る等、施設の価値向上に取り組む。 
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●府民スポーツ広場 

前回検証結果  要 改 善  
・施設の利用実態や代替施設の存在を踏まえ、施設の新たな利活用
について、検討を行うこと。 

・新たなターゲット層を見据えた効果的な利活用方法を検討するこ
と。 

対応・改善策実
施状況、取組の
成果 

○効果的な利活用 
・自主事業として平日のグラウンド・ゴルフ事業を継続し、地域住
民の生涯スポーツの普及に寄与。 

・令和４年度に山城総合運動公園陸上競技場から本広場内の自由広
場に天然芝を移植して維持管理し、子どもの遊び場づくりや休憩

所としての活用など、施設の魅力向上を図った。 
・山城総合運動公園運動施設と一体的な施設利用を図るため年間調
整を行い、山城総合運動公園で開催できない競技会や試合をこの
施設で開催するよう継続して調整を実施。 

○新たな取組の実施 
・開通が遅延しているものの新名神高速道路開通後の周辺環境の変
化も見据えて、ペットと訪れることができるドッグラン施設の運
営やドローン講習会の誘致、近接するキャンプ場と連携した合宿
利用について、令和４年度から先進事例の調査を進めている。 

・試合練習会場が不足しているとの声を聞いているサッカー種目に

ついて、府競技団体を通して加盟クラブに夜間を含めた利用ニー
ズのアンケートを実施し、広場の機能向上（人工芝や照明設備）
を行った場合に、夜間において、一定数の利用ニーズが有ること
を確認。 

・広場を通る地域公共交通機関（バス）が運転手不足から減便され
ており、今後の地域公共交通の維持が課題となっている。こうし
た状況を踏まえた広場のあり方について検討。 

なお残る課題・
問題点 

◆立地が不便で、50歳以上の年齢層が約７割以上と、施設の利用者
は限定的。 

府民サービス等
改革検討委員会
による改善意見
等 

□国民体育大会後の暫定利用が継続している印象が否めなく、実質
的な利用が活発とは言えない。 

□管理面では効率性が図られているが、新たな利活用について検討
すべき。 

□立地を考慮すると、山城総合運動公園の補完的役割を担う施設と
することも一案と考える。 

□今後の施設運営にあたっては、設置目的の再考が必要と思料。 
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京都府の検証結

果及び対応方向 

 要 改 善  

＜改善方策＞ 

◎新たな利活用方法の検討を進めながら、施設のあり方や役割につ
いて検討すること。 

＜今後の対応＞ 
○年間７万人の利用実績やこれまでの取組を踏まえ、近隣施設との役
割分担や連携等、施設のあり方について検討する。 
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２ 当面継続が妥当な施設（４施設） 
 
●伏見港公園 

前回検証結果  継 続  
・本施設の地域における役割を踏まえ、近隣施設と連携した新たな
サービス等により、より幅広い府民の利活用を図ること。 

対応・改善策実
施状況、取組の
成果 

○みなとオアシスとの連携 
・令和４年度から、京都市及び地元と連携し、本公園及びその周辺
において、「ふしみなーとフェスタ」を開催し、伏見の特産品の
物販・飲食や、伏見の中高生による吹奏楽演奏などを提供し、公

園の利用促進とともに地域の魅力を発信。 
・令和８年度から、みなとに隣接する芝生広場において、地元・地
域の名産品を活かしたバーベキューの取組を検討中。 

○幅広く府民に利用してもらえる取組 
・地域住民が参加する伏見納涼盆踊りを毎年開催し、令和６年度に
は全国的にも珍しい「恐竜大運動会」、令和７年度は８大アレル
ゲン不使用の「アレルギーフードフェスタ」を開催するなど、地
域ニーズやトレンドを取り入れたイベントを実施。また定期的に
「パークヨガ」などの取り組みも実践している。 

・令和４年度から様々な種目のプロアスリートによるスポーツ教室

やスポーツ初心者向けの体験イベントを実施し、幅広い府民がス
ポーツに触れる機会を創出。 

・令和８年度からヨガやスポーツ、風景写真撮影などをテーマに、
交流の場を提供する婚活イベントを実施予定。 

・高齢者の認知症予防などの健康づくりに寄与する取組を検討して
おり、スポーツ以外の取組として、令和８年度から、講師による
健康マージャン教室を実施予定。 

なお残る課題・

問題点 

◆公園施設全体の老朽化が進行し、今後維持修繕費や基幹施設の改

築更新費は増加の見込み。 

府民サービス等

改革検討委員会
による改善意見
等 

□利用者数及び利用者の満足度が高く、新たな取組も行い、スポー

ツ以外でも地域振興に役立っている。 
□府民満足度や施設価値を高める管理者であり、管理者選定の際の
お手本になる。 

□予防的メンテナンスや施設内部の掲示等、管理者の努力により古
さを払拭しているが、施設の経年劣化が顕在化する時期であり、
施設の長寿命化対策が必要。 

  



6 

京都府の検証結

果及び対応方向 

 継 続  

＜改善方策＞ 

◎引き続き府民満足度や施設価値を高めながら、計画的な修繕など、
長寿命化対策の中長期的な戦略を検討すること。 

＜今後の対応＞ 

○高い利用者満足度や施設の利用水準を維持するとともに、令和８
年５月に整備が概ね完了した「伏見みなと公園広場」を含め、「み
なとオアシス」と連携した地域の魅力発信や賑わい創出を更に進
める。 

○計画的な維持管理や更新・改修を実施し施設の長寿命化を図る。 

 

  



7 

●関西文化学術研究都市記念公園 

前回検証結果  継 続  
・関西文化学術研究都市という立地を生かした魅力の発信や事業の
企画など特色ある施設運営を行い、より幅広い利活用を図ること。 

対応・改善策実
施状況、取組の
成果 

○日本庭園や造園技術等の日本文化を国内外の人々へ発信するイベ
ント 

・令和７年度から、以前は閉園時間に限っていたブライダル撮影事
業や結婚式パーティ利用を開園時間中にも拡大。 

・京都造園技術職業訓練協会の実習場所として協力を継続してお
り、造園技術の継承に寄与。 

・お茶の京都DMOと協力し、国内外の観光客に向けてガイドや箱庭

枯山水体験などを継続して実施。 
・令和６年度から、精華町との共催自主事業イベント「せいかお宝
発見」において、参加者に日本庭園の無料券を配布し新たな利用
者を誘引。 

○周辺施設と連携した広域的な情報発信活動 
・大阪・関西万博に併せて開催されたけいはんな万博の一環として、
令和７年度にアートの展示会やお茶のイベント、ワークショップ
を開催し、新たな利用者に公園の魅力を発信。 

・周辺企業・教育機関による園内の生態系に関する研究活動に継続
して協力し、令和７年度の自然共生サイトへの登録や論文発表を

通じて、良好な自然環境を保全している本公園魅力を広く発信 

なお残る課題・

問題点 

◆府民の認知度の更なる向上。 

◆施設の老朽化に伴う維持修繕費の増加。 

府民サービス等

改革検討委員会
による改善意見
等 

□公園施設として良質な維持管理がされているが、新たな誘致企画

に乏しく、目的来園するには発信力と魅力づくりに欠ける。 
□研修室の利用拡大に向けた広報等の工夫が必要。 
□更なる公共性の向上のため、自主事業等による利活用の拡充に期
待。 

京都府の検証結
果及び対応方向 

 継 続  

＜改善方策＞ 
◎更なる利用者拡大に向け、自主事業の拡大等、施設の魅力発信に
向けた取組を検討すること。 

＜今後の対応＞ 

○関西文化学術研究都市という立地や府南部地域有数の日本庭園と
いった本公園の特色を生かし、自主事業の充実や効果的な魅力の
発信を行い、更なる利用者の拡大を図る。 
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●木津川運動公園 

前回検証結果  継 続  
・今後の木津川運動公園全面供用や近隣施設の整備を踏まえ、地域
住民や府内企業の参画を得ながら、更なる利用者の満足度を高め
る仕組みづくりに取り組むこと。 

・更なる効果的な利活用に向け、駐車場の確保を検討すること。 

対応・改善策実
施状況、取組の
成果 

○南側の特色を生かした魅力ある運営 
・上空が開けた約2haの大芝生広場を活かし、地域の商工関係やア
ーティスト等と連携したイベントを年間を通して継続開催。令和
４年度から府民等の公園パートナーが開催するイベントや講座の
開催数の増、民間事業者と連携し夜空に浮かぶランタンの幻想的

な風景を楽しんでもらうイベント「七夕スカイランタンまつり」
を開催 

・平日の利活用促進として、令和４年度から球技（主として高齢者
のグラウンド・ゴルフ）で利用したい団体が優先利用できる「オ
ープンデー」の取り組みを実施、令和７年度からは小学生以下の
ボール遊びにも取り組みを拡大 

・令和５年度から要望の多かったペット同伴を利用期間とエリアを
区切って試験的に解禁、更に、囲った範囲で小型犬を遊ばせるこ
とができるドッグランについて令和８年度からの実施を検討中 

・令和４年度から要望の多かった正月の２日間（1/2,1/3）に臨時
開門を実施 

・従来の府民参画に加え、令和４年度から企業CSR向けにも公園を
開放し、自然再生の森づくり活動や自然環境を活かした環境学習
の場としての活用を促進 

○隣接する友愛の丘との連携 
・令和４年度から友愛の丘の大学生キャンプカウンセラーが子供向
けのプレイパークなどのイベントに参画 

・令和５年度から友愛の丘施設業務課がバーベキューナイトなどの
イベントに協力 

・令和７年度からどんぐりクラフトづくりなどキャンプカウンセラ
ーが参画するイベントの開催を増 

○令和７年度時点で北側区域は供用できないものの、常設駐車場で
151台に加え、多目的広場の臨時駐車場としての利用で118台、公
園センター東側駐車場をイベント関係者などの臨時駐車場として
51台、城陽市道の未供用部分で100台、隣接する企業の土地で50台
程度の駐車場を必要により休日やイベント開催時に確保。 

なお残る課題・
問題点 

◆有料施設がなく、自主事業も公益事業が中心であり、収入が少な
いため、府の負担割合は100%の状況。 
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府民サービス等

改革検討委員会
による改善意見
等 

□イベント時以外の施設利用を促すべく、遠方からも来訪したくな

るような取組実施や施設の魅力発信を図るべき。 
□イベント開催時等における駐車場の混雑緩和に向け、必要に応じ
て駐車場の増設を検討すべき。 

□赤字経営が続いており、外注経費の縮減等、経費削減に努められ
たい。 

京都府の検証結
果及び対応方向 

 継 続  

＜改善方策＞ 

◎利用環境の改善を目指し、更なる利用者の拡大を図ること。 

＜今後の対応＞ 

○大芝生広場を活用したイベントの充実に取り組むとともに、公園
の利用環境の改善を図る。 
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●洛西浄化センター公園 

前回検証結果  継 続  
・老朽化による施設改修も見据え、利用者の更なる満足度の向上と
公的な負担の軽減の観点から、中長期的な戦略を検討すること。 

対応・改善策実
施状況、取組の
成果 

・持続的・自立的な運営を図るため、施設の長寿命化計画に基づき、
テニスコート照明のLED化工事を行った。今後も順次計画に基づ
き、改修を行っていく予定。 

・民間活力の導入による自主事業の拡大の可能性について検討を進
めている。 

・現指定管理者の運営・管理体制が民間団体に比べて限定的という
課題があるため、持続可能な公園の管理運営のあり方について地

元市町と協議している。 

なお残る課題・

問題点 

◆供用開始から30年が経過し、設備等の老朽化が進行し、今後の対

応が必要な状況 

府民サービス等

改革検討委員会
による改善意見
等 

□施設利用状況から自主事業の強化も期待でき、民間活力導入につ

いて賛成である。 
□すでに利用率が100％近いので、収益を上げるためには自主事業の
展開が必要になってくる。 

京都府の検証結

果及び対応方向 

 継 続  

＜改善方策＞ 
◎今後の老朽化対策も見据えながら、効果的・効率的な運営を目指
すとともに、積極的な民間活力の導入等を検討すること。 

＜今後の対応＞ 

○老朽化した施設の長寿命化に取り組みつつ、効果的・効率的な運
営を図るとともに、新たな自主事業の拡大など民間活力の導入を
検討する。 

 

 



建設交通部所管施設における指定管理者の選定について 

                                                                   

令和８年 10 月 

  建 設 交 通 部   

 

■公募する施設 

施設名 指定期間 備 考 

１ 行政財産 

京都府立伏見港公園 

京都府立洛西浄化センター公園 

京都府立木津川運動公園 

京都府立関西文化学術研究都市記念公園 

京都府立府民スポーツ広場 

公営住宅 

広峯団地、矢見所団地、笹尾団地、小松

が丘団地、中山口団地、西佳屋野団地、

小谷が丘団地、日吉が丘団地、中村団

地、宮前団地、朝来西団地、泉源寺団地、

市場団地、行永団地、芥子谷団地、常団

地、白鳥団地、清美が丘団地、上安団地、

福来団地、高迫団地、伊佐津団地、松蔭

団地、京田団地、寺団地、植松団地、山

根団地、大谷団地、上野団地、小倉団地、

上池田団地、花の木団地、綾部西町団

地、神宮寺団地、明知団地、吉美団地、

東八田団地、井倉新町団地、百合が丘団

地、東波路団地、湯田団地、長岡団地、

口大野団地、網野団地、間人南団地、家

の谷団地、角田団地、殿町団地、十楽団

地、明石団地、加悦奥団地、後野団地、

野田団地、石田団地、弓木団地、天神山

団地、立町団地、幾地団地、四辻団地 

準公営住宅 

   広峯団地、伊佐津団地、網野団地、天神

山団地 

特定公共賃貸府営住宅 

広峯団地、伊佐津団地、天神山団地 

令和９年４月１日 

から 

令和 14 年３月 31 日 

まで（５年間） 

 

 



○ 募集期間 

令和８年 10 月６日（火）から 11 月 17 日（火）まで 

 

○ 選定及び指定の方法 

提出された応募書類をもとに指定管理者等選定審査会で審査を行い、指定管

理者の候補者を知事が選定の上、府議会の議決を経て指定する。 

 

 

 

■公募しない施設 

施設名 管理団体名 指定期間 備 考 

京都府立丹波

自然運動公園 

 

公益財団法人京都府立 

丹波自然運動公園協力会 

令和９年４月１日 

から 

令和 14 年３月 31

日まで（５年間） 

 

 



政策環境建設常任委員会議案付託表 
 
 
 

議案番号 件          名 

  
 ２ 
 

  ４ 
 
  ５ 
 
  ６ 
 
１２ 

 

 
京都府環境影響評価条例一部改正の件 
 
京都府景観条例一部改正の件 
 
京都府港湾施設の管理及び使用に関する条例一部改正の件 

 
 府道綾部宮島線道路新設改良工事請負契約変更の件 
 
 財産取得の件 

 

 

  



予算特別委員会政策環境建設分科会 
議案審査依頼表 

 
 
 

議案番号 件          名 

  
 １ 

 
 
 
 
   

 
 令和８年度京都府一般会計補正予算（第２号）中 
 
 債務負担行為 
 
 繰越明許費 

 
 
 
 



 

 

 

政策環境建設常任委員会 

付 託 議 案 
 

 

 

 

 

第 ２号議案 京都府環境影響評価条例一部改正の件 

 

第１２号議案 財産取得の件（非常用発電機） 

 

令和８年９月京都府議会定例会 

総合政策環境部 



第２号議案 

京都府環境影響評価条例一部改正の件 
 

令和８年９月  

総合政策環境部 

 

防災庁設置法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（令和八年法律第六十二号。以下「整

備法」という。）による災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号。以下「法」という。）

の一部改正（令和８年７月 17日公布）に伴い、下記のとおり京都府環境影響評価条例（平成 10

年京都府条例第 17号。以下「条例」という。）の一部改正を行うもの。 

 

記 

 

１ 条例改正の内容 

法の条文の変更に伴う規定整備。 

  (1)【改正前】災害復旧の事業 

【改正後】復旧復興（災害の復旧に限る。）の事業 

(2)【改正前】災害復旧のために 

【改正後】災害の復旧のために 

 

＜京都府環境影響評価条例（該当箇所）＞ 

（災害復旧事業等に関する特例） 

第 37条 この条例の規定は、次に掲げる事業については、適用しない。 

（１）災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 87 条の規定による災害復旧の事業又

は同法第 88条第２項に規定する事業 

（２）（略） 

（３）前２号に掲げるもののほか、災害復旧のために緊急に実施する必要があると知事が

認める事業 

 

２ 施行期日 

整備法の施行の日 

 

（参考）法改正の主な内容 

 (1) 科学的なリスク評価に基づく事前防災、被災者の良好な生活環境の確保を災害対策の基本

理念に追加する。 

(2) 災害からの復旧及び復興を推進するための本部の規定を追加する。 等 



第１２号議案  

財産取得の件（非常用発電機） 

 

令和８年９月  

総合政策環境部  

 

 

取 得 財 産 非常用発電機 一式 

取 得 の 目 的 
原子力災害時における緊急時モニタリング体制の整備

のため 

取 得 の 方 法 一般競争入札 

売 渡 人 

大阪市淀川区宮原五丁目１番３号９０５号 

緑屋照英社株式会社プラントシステム部 大阪支店 

支店長 北本 忠士 

取 得 価 格 １０９，７８０，０００円 

 

 

 

 



 

 

 

政策環境建設常任委員会 

付 託 議 案 
 

 

 

 

 

第４号議案 京都府景観条例一部改正の件 

第５号議案 京都府港湾施設の管理及び使用に関する条例

一部改正の件 

第６号議案 府道綾部宮島線道路新設改良工事請負契約変

更の件 

 

 

令和８年９月京都府議会定例会 

建設交通部 



 

 

 

第４号議案 京都府景観条例一部改正の件 

 

１ 改正の理由 

  都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）による景

観法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの 

 

２ 改正の内容 

  景観法の改正に伴う所要の規定整備 

 

３ 施行期日 

  改正法の施行の日 

 



 

 

 

第５号議案 京都府港湾施設の管理及び使用に関する条例一部改正の件 

 

１ 改正の理由 

  舞鶴港第２ふ頭軌道走行式起重機の更新に伴い、所要の改正を行うもの 

２ 改正の内容 

  舞鶴港第２ふ頭軌道走行式起重機について、使用料の額を改定するもの 

 

３ 施行期日 

  公布の日から起算して 31 日を経過した日又は令和８年 11 月 15 日のいずれか遅

い日 

 一般使用（30分） 専用使用（1月） 

現 行 6,550 円 1,447,000 円 

改正案 19,600円 5,695,000 円 



 

 

第６号議案 府道綾部宮島線道路新設改良工事請負契約変更の件 

 

 

区分 変更前 変更後 

契 約 金 額 2,233,718,300円 2,249,899,300円 

 

工 事 名 府道綾部宮島線道路新設改良工事 

契 約 金 額 2,249,899,300円 

契約の相手方 

大阪市西区土佐堀１丁目４番 11号 

 

宮地エンジニアリング株式会社 関西支社 

 

取締役執行役員関西支社長 塚本啓一 

契約の方法 
地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 234条の規定による一般競

争入札 

契約履行場所 南丹市美山町肱谷地内から三埜地内まで 

契 約 期 間 令和５年１２月２１日から令和９年１月３１日まで 

 



 

 

 

予算特別委員会 政策環境建設分科会 

審 査 依 頼 議 案 
 

 

 

 

 

第１号議案 令和８年度京都府一般会計補正予算（第２号） 

      中、所管分 

 

 

令和８年９月京都府議会定例会 

建設交通部 
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第１号議案 令和８年度京都府一般会計補正予算（第２号） 

 

◇令和８年度９月補正予算案主要事項【建設交通部】 

  （単位：千円） 

事 項 予算額 

財源内訳 

事業の概要 特定 

財源 

一般 

財源 

府営住宅向日台団地 

整備事業費 

（債務負担行為） 

（79,000） 

令和４年度からＰＦＩ手法により推

進している府営住宅向日台団地の建

替事業について、建設労務単価等の

上昇に伴い予算を増額するもの。 

単独公共事業執行 

平準化対策費 

（債務負担行為） 

（2,500,000） 

適正な工期の確保や出水期までに施

工する必要がある箇所等について債

務負担行為により施工し、年間を通

じた仕事量の平準化を図るもの。 

 

 

■債務負担行為 

 ＜一般会計＞                                （単位：千円） 

事項 限度額 

令和８年度府営住宅向日台団地整備事業費 79,000 

単独公共事業執行平準化対策費 2,500,000 

 

 

■繰越明許費 

 ＜一般会計＞     （単位：千円） 

款 金額 

土 木 費 11,092,000 
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